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序 文 
 
 独立行政法人国際協力機構は、ボスニア・ヘルツェゴビナ国初等学校建設計画フォロー

アップ協力を実施することを決定し、同協力調査を株式会社毛利建築設計事務所に委託し

ました。 
 調査団は、2015 年 5 月から同年 9 月まで、ボスニア・ヘルツェゴビナ国の政府関係者

と協議を行うと共に、計画対象校における現地調査を実施し、帰国後の国内作業を経て、

ここに本報告書完成の運びとなりました。 
 この報告書が、本計画の推進に寄与するとともに、両国の友好親善の一層の発展に役立

つことを願うものです。 
 終わりに、本調査にご協力とご支援をいただいた関係各位に対し、心より感謝申し上げ

ます。 
 

2016 年 1 月 
 
独立行政法人国際協力機構 
資金協力業務部 
部長 佐々木 隆宏
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要 約 
1． フォローアップ調査の概要 

 内戦前、ボスニア・ヘルツェゴビナ（以下、BH）国においては、8 年間 1の初等教育は

ほぼ完全普及しており、中等教育の就学率も 53％に上っていたが、1992 年から 1995 年

にかけての内戦により学校施設の約 80％が被災した。1995 年のデイトン合意以降、難民

帰還に係る主要な支援活動にも着手されていたが、教育セクターにおいては、内戦により

発生した大きな人口移動により児童数が増加したことに拠る教室不足や、領域がボスニ

ア・ヘルツェゴビナ連邦（以下、FD）とスルプスカ共和国（以下、RS）の 2 つの構成体

に分割されたことに伴う、学校施設へのアクセス悪化等、ハード面の問題が残されてい

た。 

こうした中、BH 国は日本国に対し、無償資金協力による初等学校施設の建設を要請し、

国際協力機構（以下、JICA）は、予備調査（1998 年）、基本設計調査（1999 年）、事業化

調査（2000 年）を経て、11 校 81 教室の建設（新築・増築・改築）、及び教育機材整備を目

的とする「ボスニア・ヘルツェゴビナ国初等学校建設計画」（以下、「当初計画」）を形成し

2 期に分けて実施した。 
2014 年 3 月に JICA が実施した事後現状調査（完工 10 年目）において、いくつかの対

象校で、外装の落下、水漏れ、屋根の劣化等が確認された。外装の落下の危険性がある一部

区域は立ち入り禁止とされている他、水漏れによる更なる施設損壊や、汚水漏れによる衛生

環境の悪化が今後発生することも懸念される。 
FD 内の対象 5 カントン（県）教育省（Una-Sana カントン（FD-1）、Tuzla カントン（FD-

2、FD-3、FD-7）、Herzegovina-Neretva カントン（FD-5）、Zenica-Doboj カントン（FD-
6）、Posavina カントン（FD-8））、並びに RS 教育省 2の財政状況は厳しく、大規模な補修

を実施する予算確保が困難であり、自助努力での大規模補修は困難であることから、FD 教

育省及び RS 教育省は、JICA に対し対象校の補修に関する協力を要請してきたものである。

これを受け JICA は、2015 年 5 月、フォローアップ（以下、F/U）調査団を現地に派遣す

ることとした。 
F/U 調査では、対象校の施設の現状を確認した上で、外装の落下、水漏れ、屋根の劣化等

の発生している施設及びその原因を分析し、適切な F/U 協力本体の計画を立案する。なお、

F/U 調査は 11 校全校で実施するが、F/U 協力本体の範囲は、F/U 調査の結果を踏まえて決

定されるため、11 校全校の全ての不具合事項が F/U 協力本体の対象になるとは限らない。 
 

                                                   
1 その後、2003 年に定められた、Framework Law on Primary and Secondary Educationin BiH におい

て、初等教育は 6～15 歳の 9 年間、無償義務教育と定められた。 実際には 2015 年現地調査の時点現

在、移行中であり、8 年制の初等教育学校も存在する。 
2 BH の行政は極めて分権化しており、現行憲法によると国家レベルの教育省は設置されていない。目

下、FD、RS、Brčkoの各教育省と、FD の下部で各カントンをつかさどるカントン教育省が存在する。

BH 国レベルの調整は、2003 年以降、民生省（Ministry of Civil Affairs）が行うとされている。

（Minisry of Civil Affairs of Bosnia and Herzegovina, Education for All: 2015 Country Report, 2014.） 
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2． 調査結果 

（1） 基本情報の確認 

1）初等学校及び F/U 調査対象校の運営体制、施設維持管理体制 

 本 F/U 協力に係る先方責任機関は、FD は各カントン（県）教育省、RS は RS 教育省で

ある。調査対象校への調査票回答によれば、所定の施設維持管理予算で賄えない規模の補修

を要する場合、FD 内各校は各カントンの教育省へ、RS 内各校は RS 教育省へ、申請を上

げる。各教育省では、申請受領後、概ね各カントンないし共和国での補正予算編成の可能性

を検討する。補正予算に拠らない場合は、FD 連邦教育省において、地方自治体予算、FD 予

算、その他ドナーからの支援の可能性を、RS 教育省においては、地方自治体予算、その他

ドナーからの支援の可能性を検討する。実際には、FD 内の対象 5 カントン教育省、並びに

RS 教育省の財政状況は厳しく、所定の施設維持管理予算を超えた補修予算を確保し難いこ

とから、自助努力での補修は困難な状況であることが確認された。 
 
 2）調査対象校の施設の活用状況 

現地調査では、対象校が「ジャパンスクール」等の愛称で生徒、地域住民に親しまれ、活

発に利用されている様子が確認された。当初計画で設置された校内各室のうち、保健室兼カ

ウンセラー室は、カウンセラー室用途に一本化されている。またいずれの学校においても、

教室の遣り繰り（他用途教室からの転用、間仕切り壁設置等）にて情報処理教室が設置され

ている。一部学校では、就学前教育用施設（教育省の方針を受けたもの）、雨天・冬季の運

動施設、授業が終了した生徒が父兄の迎えを待つスペース等への用途変更等がみられた。い

ずれも、当初計画の目的範囲内で、施設の有効活用を目指す取り組みである。 
 

3）F/U協力プロジェクト実施の妥当性 

屋根から室内及び建具周りからの雨漏りや、屋根、外壁レンガ、タイル、縦樋、トイレ配

管部の不具合などが発生し、学校運営、安全、衛生面に影響を及ぼしている。これら不具合

の多くは補修に係る金額が大きく、予算措置は容易では無い。また補修に際し難易度の高い

施工計画策定及び施工監理が必要となる不具合も少なくない。当初計画に対する F/U 協力

プロジェクト実施は妥当であると考える。 
 

（2） F/U調査対象校の現状及び対応策 

2015 年 5～6 月の現地調査Ⅰ、同年 8～9 月の現地調査Ⅱでは以下の不具合が確認され

た。 
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（1） 屋根押えコンクリートのズレ、破断 
（2） 屋根押えコンクリートの表面劣化 
（3） 屋根押えコンクリート端部（アゴ）の破損、劣化 
（4） 屋根押えコンクリート膨張 
（5） 露出防水層（軒樋等）の防水不良 
（6） 二重壁外側レンガ壁の孕みとコンクリート臥梁の破断 
（7） 二重壁外側レンガ壁の表面剥離、落下 
（8） 外壁タイルの剥離、落下 
（9） 外部モルタルの浮き、剥離、落下 
（10） 窓周りからの雨漏り 
（11） トイレからの漏水 
（12） 隠ぺい部内（壁、床）給水管の漏水 
（13） ボイラー用給油管からの燃料漏れ 
（14） ポンプ室の壁、屋根の劣化、損傷 
（15） その他 

 
 各項目ごとに、①該当校、②現状等、③補修の妥当性（必要性）、④対応策の検討を確認

し、各校の不具合項目とその優先度を整理したところ、下記表の通りとなった。 
なお、優先度はカテゴリ AA, A, B, C に 4 分類され、それぞれ「AA：必要性、妥当性は非

常に高く本 F/U 協力での実施は必須」「A：技術的観点特に安全性の確保という観点からは

F/U 協力対象とすることが適当」「B：予算が許すのであれば F/U 協力対象とすることが望

ましい」「C：学校運営面や使用者の安全面への影響がほとんど無い」と規定される。 
 

 

FD-1 FD-2 FD-3 FD-5 FD-6 FD-7 FD-8 RS-1 RS-2 RS-3 RS-5

(1) 屋根押えコンクリートのズレ、破断 AA A AA A

(2) 屋根押えコンクリートの表面劣化 C C C C C B

(3) 屋根押えコンクリート端部（アゴ）の破損、劣化 B B B

(4) 屋根押えコンクリート膨張 B

(5) 露出防水層（軒樋等）の防水不良 AA C C C C C

(6) 二重壁外側レンガ壁の孕みとコンクリート臥梁の破断 AA

(7) 二重壁外側レンガ壁の表面剥離、落下 AA AA

(8) 外壁タイルの剥離、落下 AA AA AA AA AA AA AA

(9) 外部モルタルの浮き、剥離、落下 C C AA C C C C C

(10) 窓周りからの雨漏り B B

(11) トイレからの漏水 AA AA AA C AA AA

(12) 隠ぺい部内（壁、床）給水管の漏水 C C C C

(13) ボイラー用給油管からの燃料漏れ A

(14) ポンプ室の壁、屋根の劣化、損傷 B

(15) その他 C C C C C C C C C C C

項目
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これを踏まえ、各学校の補修工事項目を再整理したところ下表の通りとなった。優先度カ

テゴリーAA～B までを記載している。 

 
 

（3） 施工計画/調達計画、実施体制等の検討 

本 F/U 協力本体で実施する補修工事項目は多岐に渡る。現地調査では、それぞれの項目

の具体的な補修方法について詳細検討を行うと共に、必要な材料・工法等に係る調査を行っ

た。 
施工計画及び施工業者については、本 F/U 協力本体のサイトが、200Km 四方の圏内に点

在しており、本件の工事を遂行可能な建設業者としてサラエボやバニャルカ、ツヅラ等の大

都市に拠点を置く総合建設業者を想定していることを踏まえ、本 F/U 協力本体を 1 ロット

で実施することとし、その事業規模、施工能力に見合った入札参加資格要件を設定する。入

札に関しては、JICA バルカン事務所が発注者となり、BH 国の総合建設業者を対象とした一

般競争入札によって施工業者を選定し、工事契約を締結することを想定している。 
その他、免税措置、建設関連法、建設許可、調達方法についても現地の制度及び手続きに

ついて確認を行った。 
実施体制に関しては、入札段階及び施工段階それぞれについて、JICA バルカン事務所と

コンサルタントが行う業務の分担を確認した。このうち、コンサルタントが担当する施工監

FD-1 FD-2 FD-3 FD-5 FD-6 FD-7 FD-8 RS-1 RS-2 RS-3 RS-5

1 屋根工事（金属折板葺き） AA A B AA A

2 屋根工事（押えコンクリート表面補修） B

3 屋根工事（押えコンクリート端部補修） B B

5 屋根工事（露出防水層の補修） AA

6A 外壁工事（レンガ壁積み） AA

6B 外壁工事（臥梁モルタル補修） AA

7 外壁工事（レンガ壁表面補修） AA AA

8 外壁工事（外壁タイル剥離・落下箇所の補修） AA AA AA AA AA AA AA

9 外壁工事（外壁モルタル剥離箇所の補修） AA

11A 設備工事
（地上階を除く生徒用トイレ　床排水口、床防水層、床仕上の補修）

AA

11B 設備工事
（地上階を除く生徒用トイレ　排水配管、衛生機器、床・壁仕上の補修）

AA AA AA

11C 設備工事
（地上階を除く生徒用トイレ　排水配管の補修）

AA

13 設備工事（ボイラー用送油管の補修） A

14 屋根・外壁工事（ポンプ室屋根・外壁の補修） B

※1：FD-5校の屋根の不具合（不具合の項目(3)および(4)）は、工事項目1（屋根工事（金属折板葺き））で補修対応する。

※2：窓周りからの雨漏り（不具合の項目（10））が生じている2校（FD-2校、FD-8 校）とも、窓上の外壁タイル目地付近からの漏水が疑われるため、
　　　　工事項目8（外壁工事（外壁タイル剥離・落下箇所の補修））と併せて対応する。
　　　　なお、サッシの不具合による漏水があるFD-2校については、日本側で補修マニュアルを作成の上、学校による補修対応を促す。

※3：優先度が低いと判断された不具合項目（（12）と（15））は欠番とする。

項目

※１

※2 ※2
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理については、邦人技術者 1 名と現地技術者 3 名体制で監理を行うこととするが、重点監

理工事の実施時期や工事の繁忙期にはシニアクラスの現地技術者 1 名をスポット配置し、

邦人技術者と協働して高い頻度で現場を巡回できる体制とする。 
 

（4） F/U協力の概算事業費 

 本 F/U 協力本体の概算事業費は以下の通りである。 
項目 金額（KM） 日本円換算（百万円） 

学校別内訳   
FD-1 101,787.60 7.2 
FD-2 176,994.45 12.5 
FD-3 195,396.35 13.9 
FD-5 256,151.35 18.2 
FD-7 187,558.55 13.3 
FD-8 113,069.65 8.0 
RS-2 26,763.85 1.9 
RS-3 29,750.75 2.1 
RS-5 67,169.15 4.8 

合計 1,154,641.70 81.9 
 

3． 施設維持管理方法にかかるボスニア・ヘルツェゴビナ国への提言 

（1）各学校への提言： 

 引き続きの日常的な清掃、維持管理の継続にて、良好な施設状態が維持されること

を期待する。 

 トイレ掃除の際、防水層が入っていない壁上部にまで散水し、それが下階への水漏

れの原因となっている学校もあった。掃除担当者へ正しい指示を徹底すれば回避で

きた不具合もあった、という一つの教訓として、今後に活かすことが必要である。 

 建物周りに防犯カメラが設置されているにも関わらず、屋根上に多数のビール瓶が

散乱している学校もあった。校内での飲酒やゴミの放置は、施設の維持管理という

点ばかりでなく、校内の治安保全という点からも望ましくない。敷地内および施設

管理の更なる徹底が必要である。 

 F/U 調査から協力本体を通じて得た学び・教訓を踏まえ、施設の部分的な補修手引

書を作成する予定につき、今後の施設の維持管理に役立てられたい。 

 

（2）教育省への提言： 
 適切な学校施設の維持管理予算の確保、各校への配賦が必要である。  
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第1章 フォローアップ調査の概要 

1－1 調査の背景及び目的 

内戦前、ボスニア・ヘルツェゴビナ（以下、BH）国においては、8 年間 3の初等教育はほ

ぼ完全普及しており、中等教育の就学率も 53％に上っていたが、1992 年から 1995 年にか

けての内戦により学校施設の約 80％が被災した。1995 年のデイトン合意以降、初等学校施

設を始めとする社会インフラの再建は、復興計画の一部として国際機関やヨーロッパを中

心とする二国間援助を得て、積極的に進められてきた。同時に、難民帰還に係る主要な支援

活動にも着手されていたが、教育セクターにおいては、事実上民族別となっていたカリキュ

ラムの一本化や教科書改訂等のソフト面の課題に加え、内戦により発生した大きな人口移

動により児童数が増加したことに拠る教室不足や、領域がボスニア・ヘルツェゴビナ連邦

（以下、FD）とスルプスカ共和国（以下、RS）の 2 つの構成体に分割されたことに伴う、

学校施設へのアクセス悪化等、ハード面の問題が残されていた。 
こうした中、BH 国は日本国に対し、無償資金協力による初等学校施設の建設を要請した。

これを受けて国際協力機構（以下、JICA）は、予備調査（1998 年）、基本設計調査（1999
年）、事業化調査（2000 年）を経て、11 校 81 教室の建設（新築・増築・改築）、及び教育

機材整備を目的とする「ボスニア・ヘルツェゴビナ国初等学校建設計画」（以下、「当初計画」）

を形成し、以下の通り 2 期に分けて実施した。 
 

表 1-1 ボスニア・ヘルツェゴビナ国初等学校建設計画の内容 
 第 1/2 期 第 2/2 期 

E/N 署名 2001 年 7 月 2002 年 8 月 
E/N供与限度額 9.92 億円 10.89 億円 
完工 2003 年 3 月 2004 年 3 月 
計画の主な内

容 
5 校（FD2 校、RS3 校）43 教室、

6 特別教室、管理諸室他 
延床面積 7,659.53 ㎡ 

6 校（FD5 校、RS1 校）38 教室、

7 特別教室、管理諸室他 
延床面積 7,570.16 ㎡ 

 
2014 年 3 月に JICA が実施した事後現状調査（完工 10 年目）（一部対象校についてはよ

り以前の訪問記録に基づく）において、いくつかの対象校で、外装の落下、水漏れ、屋根の

劣化等が確認された。外装の落下の危険性がある一部区域は立ち入り禁止とされている他、

水漏れによる更なる施設損壊や、汚水漏れによる衛生環境の悪化が今後発生することも懸

念される。 
FD 内の対象 5 カントン（県）教育省（Una-Sana カントン、Tuzla カントン、Herzegovina-

                                                   
3 その後、2003 年に定められた、Framework Law on Primary and Secondary Educationin BiH におい

て、初等教育は 6～15 歳の 9 年間、無償義務教育と定められた。 実際には 2015 年現地調査の時点現

在、移行中であり、8 年制の初等教育学校も存在する。 
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Neretva カントン、Zenica-Doboj カントン、Posavina カントン）、並びに RS 教育省 4の財

政状況は厳しく、大規模な補修を実施する予算確保が困難であり、自助努力での大規模補修

は困難であることから、FD 教育省及び RS 教育省は、JICA に対し対象校の補修に関する

協力を要請してきたものである。これを受け JICA は、2015 年 5 月、フォローアップ（以

下、F/U）調査団を現地に派遣することとした。 
 

表 1-2 学校リスト 
No. 学校名 カントン（県） 階数 床面積（㎡） 

FD-1 Varoska Pijeka (Buzim PS) Una-Sana 地上 2 階／半地下 1,069.81 

FD-2 Hasan Kilic PS Tuzla 地上 2 階 1,793.26 

FD-3 Sjenjak PS Tuzla 地上 2 階 1,793.26 

FD-5 Ilija Jakovljevic PS Herzegovina-Neretva 地上 2 階 2,200.51 

FD-6 21. Mart PS Zenica-Doboj 地上 2 階 1,169.52 

FD-7 Edhem Mulabdic PS Tuzla 地上 1 階 802.69 

FD-8 Brace Radica PS Posavina 地上 1 階 783.31 

        

RS-1 Milos Crnjanski PS 

 

地上 2 階 1,793.26 

RS-2 Sveti Sava PS 地上 3 階 1,228.12 

RS-3 Sveti Sava PS 地上 2 階 1,793.26 

RS-5 Desanka Maksimovic PS 地上 1 階 802.69 

（出所）JICA「ボスニア・ヘルツェゴビナ国初等学校建設計画事業化調査報告書」2001 年 5 月 
 
1－2 F/U調査の内容と工程 

1－2－1 F/U調査 

対象校の施設の現状を確認した上で、外装の落下、水漏れ、屋根の劣化等の発生している

施設及びその原因を分析し、適切な F/U 協力本体の計画を立案する。サイト調査では 11 校

を訪問し、2014 年の JICA 事後現状調査の結果を踏まえ、不具合の度合いや影響、補修工

事の難易度、コストなどを勘案して優先度付けを行う。 
なお、F/U 調査では 11 校全校を調査するが、F/U 協力本体の範囲は、F/U 調査の結果を

踏まえて決定されるため、11 校全校の全ての不具合事項が F/U 協力本体の対象になるとは

限らない。 
また本 F/U 調査における先方関係機関と JICA との協議内容については、各教育省との

間で協議議事録（M/D）を作成し、民生省との間で数通の書簡を交換した。各文書の内容に

                                                   
4 BH の行政は極めて分権化しており、現行憲法によると国家レベルの教育省は設置されていない。目

下、FD、RS、Brčkoの各教育省と、FD の下部で各カントンをつかさどるカントン教育省が存在する。

BH 国レベルの調整は、2003 年以降、民生省（Ministry of Civil Affairs）が行うとされている。

（Minisry of Civil Affairs of Bosnia and Herzegovina, Education for All: 2015 Country Report, 2014.） 
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ついては、それぞれ本調査報告書の資料 4 及び資料 5 を参照されたい。 
 

1－2－2 F/U協力本体 

F/U協力本体の内容は、F/U調査を経て、JICAと先方政府間の合意文書であるS/W（Scope 
of Work）によって決定される。 

S/W 締結後、JICA は F/U 協力本体工事に係る入札を実施する。コンサルタントは、F/U
協力本体工事の入札補助、施工監理、及び瑕疵検査を行う。 
 
1－2－3 業務工程 

 F/U 調査の開始から完了報告書を提出するまでの、全業務工程は以下の通りである。 
 

表 1-3 業務工程表 

 
（出所）調査団作成。 

年

月 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 8 9 10

国内事前準備

現地調査（OD）

国内解析

追加現地調査

追加国内解析

調査報告書提出

S/W締結

第1次国内作業

入札公示、入札、契約

現地派遣（入札補助、契約締結
補助、施工・調達監理、竣工検
査）
第2次国内作業（整理期間）

フォローアップ協力完了報告書
（暫定版）提出

瑕疵検査

フォローアップ協力完了報告書
提出

2015年 2016年 2017年

F/U調査

F/U協力本体

瑕疵検査
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第2章 調査結果 

2－1 基本情報の確認 

2－1－1 ボスニア・ヘルツェゴビナ国の教育政策及び初等教育の現状 

 1995 年のデイトン合意以降、難民の帰還が本格化するにつれ、児童数の増加による教室

不足や、構成民族により FD と RS の 2 つの構成体に分割されたことによる教育施設へのア

クセスの悪化等を受け、特に人口変動の大きい地域では二部制や三部制の授業（1 日に生徒

が 2 回ないし 3 回入れ替わり、同じ授業を実施する方式）を行わざるを得ない等の問題が

顕在化した。 
 その後、2003 年には Framework Law on Primary and Secondary Education in Bosnia 
and Herzegovina が施行され、初等教育 9 年間の義務化を含む教育環境の法的整備が進め

られた。2008 年には、国家レベルの教育開発戦略である Strategic Directions for the 
Development of Education in BiH with the Implementation Plan 2008-2015が策定され、

就学前から高等教育まで、短期、中期、長期の開発目標が定められた。これらの取り組みを

経て、初等教育純就学率は 2012/13 年には 97.6％に達している。他方で、少数民族や地方

部の就学率や修了率は、全国平均や都市部に比して低く留まっており、課題を残している 5。 
  
2－1－2 初等学校及び F/U 調査対象校の運営体制、施設維持管理体制 

 本 F/U 協力に係る先方責任機関は、FD は各カントン（県）教育省、RS は RS 教育省で

ある。各教育省とも、学校の運営・維持管理を担当する専門部局は設けられていない。各教

育省の予算規模、所轄する初等学校数及び生徒数は以下の通りである。 
 

表 2-1 本 F/U 協力に係る先方責任機関と予算、所轄する初等学校及び生徒数 

先方責任機関 
予算 初等学校数

（校）*2 

初等学校生

徒数（人） （KM*1） （円） 

FD 

Una-Sana 教育省 93,172,478 6,447,162,788 49（180） 24,613 

Posavina 教育省 11,707,740 810,128,777 7 （13） 2,843 

Tuzula 教育省 160,535,066 11,108,384,427 87（126） 39,955 

Zenica-Doboj 教育省 126,249,000 8,735,925,804 57（142） 31,715 

Herzegovina-Neretva 教育省 66,448,989 4,598,004,243 26 （38） 10,348 

RS RS 教育省 360,887,600 24,971,978,370 720（不明） 95,460 
（注） *1：KM（兌換マルク）1=69.196 円（2015 年 6 月公定レート） 
 *2：本校の数を示す。（斜字）は分校の数。 
（出所）調査団作成。 

 
調査対象校への調査票回答によれば、FD 内の各カントン教育省及び RS 教育省から、各

                                                   
5 Minisry of Civil Affairs of Bosnia and Herzegovina, Education for All: 2015 Country Report, 2014. 
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校へ配布される施設維持管理予算は、年間 KM1,500～6,500（約 103,000～450,000 円）、

生徒一人当たり約 KM3～12（約 207～803 円）であり、事業化調査において必要と算出さ

れた維持管理予算の 10～60％に留まっている。所定の施設維持管理予算で賄えない規模の

補修を要する場合、FD 内各校は各カントンの教育省へ、RS 内各校は RS 教育省へ、申請

を上げる。各教育省では、申請受領後、概ね各カントンないし共和国での補正予算編成の可

能性を検討する 6。補正予算に拠らない場合は、FD 連邦教育省において、地方自治体予算、

FD 予算、その他ドナーからの支援の可能性を、RS 教育省においては、地方自治体予算、

その他ドナーからの支援の可能性を検討する。いずれの予算・資金にて補修工事を行う場合

でも、基本的には FD 各カントン教育省、あるいは RS 教育省が調整役を務め、各校が発注

者となり、地方自治体が許認可及び必要な検査を行うこととされる。 
実情としては、2007 年に実施された本案件の事後評価（第 2 期の 6 校が評価対象）にお

いて、「生徒収容力の増加」「学習環境の向上」「地域住民への貢献」等の評価項目に基づき、

本案件の効果発現状況として A 評価が与えられた一方、予算的制約のため、供与された施

設、機材のメンテナンスが後回しにされている状況に懸念が示された。 
また、2014 年 3 月に JICA が実施した事後現状調査において、いくつかの対象校で、屋

根などの劣化による雨漏り、配管からの水漏れ、外装の剥離・落下等が確認された。水漏れ

による更なる施設損壊や、汚水漏れによる衛生環境の悪化が今後発生することも懸念され

るほか、外装の落下の危険性がある一部区域は立ち入り禁止とされている。FD 内の対象 5
カントン教育省、並びに RS 教育省の財政状況は厳しく、補修予算の確保が困難であること

から、自助努力での補修は困難な状況であることが確認された。 
なお、現地調査における各校調査の際には、各校の用務員からコンサルタント団員に対し、

維持管理上の疑問点や自身が行った補修方法の良否等について質問がなされ、コンサルタ

ント団員が技術的な観点からの助言や見解を示すケースがあった。また、一通りの施設調査

の終了後、コンサルタント団員から校長に対し調査の総評を伝え、質疑応答を行った。これ

らの一連のやり取りを通じ、学校関係者の施設維持管理に係る疑問が解消され、理解が深ま

ることにより、今後の維持管理能力の向上が期待される。 
 

2－1－3 調査対象校の施設の活用状況 

現地調査では、対象校が「ジャパンスクール」等の愛称で生徒、地域住民に親しまれ、活発

に利用されている様子が確認された。当初計画で設置された校内各室のうち、保健室兼カウ

ンセラー室は、カウンセラー室用途に一本化されている。またいずれの学校においても、教

室の遣り繰り（他用途教室からの転用、間仕切り壁設置等）にて情報処理教室が設置されて

いる。一部学校では、就学前教育用施設（教育省の方針を受けたもの）、雨天・冬季の運動

                                                   
6 FD 連邦教育省は毎年インフラ整備・補修予算を有しており、2014 年度は約 KM700,000（約 42 百万

円）が割り当てられた。同省は、各カントン間の教育施設の整備格差を是正し、FD 内の教育環境レベル

の均一化を図る役割も担っており、各カントン教育省からの申請の採択可否を検討する際にはこうした点

も考慮される。 
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施設、授業が終了した生徒が父兄の迎えを待つスペース等への用途変更等がみられた。いず

れも、当初計画の目的範囲内で、施設の有効活用を目指す取り組みである。 
 
2－1－4 F/U協力プロジェクト実施の妥当性 

上記のとおり、各校においては普通教室及び特別教室共に活用し、活発に授業や学校活動

を行っていた。施設の維持管理を行う用務員の意識も概して高く、ほとんどの学校において

一通りの工具類がそろっており、不具合個所は適切に把握され、許された予算の中で可能な

限りの補修が行われている。 
しかし実際のところ、屋根から室内及び建具周りからの雨漏りや、屋根、外壁レンガ、タ

イル、縦樋、トイレ配管部の不具合などがいくつかの学校で発生しており、学校運営、安全、

衛生面に影響を及ぼしている。各校を所管する教育省や各校責任者との協議にて、自前の予

算でこれらの不具合を補修できるかどうか確認したところ、各教育省の予算状況からこれ

が困難であるとの回答を得た。事実、ほとんどの不具合は補修に係る金額が大きく、予算措

置は容易では無いと見込まれる。また、屋根や配管部等、補修に際し難易度の高い施工計画

策定及び施工監理が必要となる不具合も少なくない。こうした不具合が改善されない限り、

生徒たちの安全な学習環境は脅かされ続け、教育効果の発現が阻害されることも懸念され

る。さらに、「ジャパンスクール」における不具合が放置される事は、日本の支援に対する

評価を減ずることにも繋がりかねない。 
以上により、当初計画に対する F/U 協力プロジェクト実施は妥当であると考える。 

 
2－1－5 初等学校に対する他ドナーの支援状況 

1995 年のデイトン合意以降、多くの国際機関やヨーロッパを中心とした二国間援助によ

り、学校校舎の再建・復旧を主とした教育インフラ整備プロジェクトが数多く実施されてき

た。 
内戦終結から 20 年を経た現在は、BH 国の国力が戦前の状況まで回復し、かつ、初等学

校はほぼ充足した状況にある（大都市周辺部を除く）ことから、ドナーによる初等学校の新

規建設プロジェクトは実施されていない。また、ソフト面では、UNICEF 等により初等教

育の質の向上のための包括的なプログラムが 2007 年頃まで実施されていたが、現在は、各

ドナーとも中等・高等教育を対象としたプロジェクトに主眼が置かれている。 
なお、初等学校の改修については、2014 年 5 月に洪水被害を受けた地域において、緊急

対応・復興プログラムの一環で学校改修が実施されているほか、その他のスキームによる学

校改修なども行われている。 
 洪水被害を受けた学校の改修（EU、UNDP） 
 洪水被害校への家具供与（UNICEF） 
 Green Economic Development のスキームで、初等学校を含む公共施設を対象にし

た太陽光パネルの設置（UNDP） 



2-4 

 
2－2 F/U調査対象校の現状及び対応策 

2－2－1 不具合の内容と対応策 

2015 年 5～6 月の現地調査Ⅰ、同年 8～9 月の現地調査Ⅱでは以下の不具合が確認され

た。各項目ごとに、①該当校、②現状等、③補修の妥当性（必要性）、④対応策の検討等を

述べる。 

 
（1） 屋根押えコンクリートのズレ、破断 

（2） 屋根押えコンクリートの表面劣化 

（3） 屋根押えコンクリート端部（アゴ）の破損、劣化 

（4） 屋根押えコンクリート膨張 

（5） 露出防水層（軒樋等）の防水不良 

（6） 二重壁外側レンガ壁の孕みとコンクリート臥梁の破断 

（7） 二重壁外側レンガ壁の表面剥離、落下 

（8） 外壁タイルの剥離、落下 

（9） 外部モルタルの浮き、剥離、落下 

（10） 窓周りからの雨漏り 

（11） トイレからの漏水 

（12） 隠ぺい部内（壁、床）給水管の漏水 

（13） ボイラー用給油管からの燃料漏れ 

（14） ポンプ室の壁、屋根の劣化、損傷 

（15） その他 
 

 
（1） 屋根押えコンクリートのズレ、破断 

① 該当校 

押えコンクリートにズレ、破断が生じ、雨漏りを生じている学校： 2 校（FD-2、FD-7） 

押えコンクリートにズレ、破断があるが、雨漏りは生じていない学校： 2 校（FD-3、FD-8） 

押えコンクリートのごく一部に破断があるが、ズレは無い学校： 1 校（RS-1 校） 

 
② 現状等 

防水保護層（押えコンクリート）が屋根勾配の水下方向にずれており、コンクリート板間

の目地が拡大している。押えコンクリートが、膨張・収縮を繰り返すことにより少しずつ移

動し、伸縮目地が拡大したり目地以外の場所に亀裂が生じたものと考えられる。また、拡大

した伸縮目地や亀裂は、冬の積雪時に水分が凍結・膨張し、更に目地や亀裂を押し広げ、押

えコンクリートを水下方向に押す力が働いたと考えられる。 



2-5 

状態が最も深刻な FD-2 校では、目地が 10 ㎝以上開いている箇所もあった。ずれが生じ

ているのは押えコンクリートと押えコンクリート下の絶縁用シート（PVC シート）であり、

その下に敷設されている断熱層（スチレンフォーム）および防水層（アスファルト防水）は

押えコンクリートの移動には追随していない。よって、保護層下の防水層は概ね健全な状態

であると判断される。 
ただし、FD-2 校、FD-7 校では屋根からの雨漏りが確認されており、煙突塔やパラペッ

ト等の立ち上り入隅部の防水層に不具合が生じていると思われる。 
 

   

【FD-2】屋根北西面全景。押えコンク

リートが大きくずれている。 
【FD-2】（白矢印）煙突塔周囲から下階

に雨漏りが生じている。 
（黄色矢印）、目地以外の場所で押えコ

ンクリートが破断。 

【FD-2】ずれた押えコンクリートの軒

樋側端部（アゴ）。 

 
③ 補修の妥当性（必要性） 

当該問題に起因する雨漏りが生じているのは現時点では 2 校（FD-2、FD-7）だけだが、

時間の経過と共に、同様の問題が生じている他の 2 校（FD-3、FD-8）でも雨漏りが発生す

る可能性があり、また、既に雨漏りが発生している FD-2、FD-7 については雨漏りの状況

が深刻化する懸念がある。 
屋根面全体の補修が必要であることから工事費は高額となり、また、補修工事にはできる

限り既存防水層を傷つけない等を考慮した精度の高い設計・監理が求められることから、当

該項目の補修工事は本 F/U 協力で実施する必要性は非常に高いと考える。 
 
④ 対応策の検討 

屋根面全体の押えコンクリートを解体・撤去し、既存防水層＋断熱層を活かしたまま、鉄

骨下地設置の上、金属折板屋根葺きとする。屋根上に設置されている避雷導線一式は押えコ

ンクリート解体時に撤去し、金属屋根工事完了後に新規に設置し直すものとする。 
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（2） 屋根押えコンクリートの表面劣化 
① 該当校 

全面ではないが一部の表面劣化が深刻である学校： 4 校（FD-2 校、FD-5 校、FD-7 校、RS-5 校） 

軽度な表面劣化が見られる学校： 7 校（上記を除く全校） 

 
② 現状等 

押えコンクリートの表面が劣化し、表面のセメント部分が失われ、骨材や鉄筋が露出して

いる箇所もある。引渡し後の凍害で表面にひび割れ等が生じ、降雨、降雪などにより更なる

劣化を招いたと考えられる。 
FD-5 校では全面、FD-2 校、FD-7 校、RS-5 校の 3 校では風を伴う雨・雪に晒されやす

い側の屋根面の劣化が酷く、コンクリート表面が脆く崩れており、崩れたコンクリート片が

雨で押し流されて雨樋内に溜まっているケースが散見された。 
 

   
【RS-5】風雨に晒されやすい北東面。

押えコンクリートの劣化が激しい。 
【RS-5】同左。茶色の部分は表面劣化

し脆くなった場所に生えた苔。 
【RS-5】エントランスのキャノピー屋

根。一部鉄筋が露出している。 

 
③ 補修の妥当性（必要性） 

防水保護層である押えコンクリートの表面劣化は、屋根の防水性能に直接的な影響を与

えるものではないため、表面劣化が軽度であると判定された学校への対応の必要性は高く

ないと考える。他方、表面劣化の状態が深刻である学校は、崩れたコンクリート片が雨樋の

ドレインを塞ぎ、雨樋からの雨漏りを誘発する懸念があるほか、経年変化で鉄筋の露出が進

むと鉄筋の発錆とコンクリートの中性化により押えコンクリートの更なる劣化に繋がる可

能性がある。 
なお、上記項目「（1）屋根押えコンクリートのズレ、破断」の対応を検討している 4 校

（FD-2、FD-3、FD-7、FD-8）については、押えコンクリートを解体・撤去する場合には、

本項目の対応は不要となる。また、FD-5 校については、後述する「（4）屋根押えコンクリ

ート膨張」と合わせて別途対応する。 
よって、本項目の対象は RS-5 校 1 校のみである。補修工事に当たっては、不具合箇所を

適切に斫り、洗浄し、鉄筋露出箇所は防錆処理する工程において入念な監理が必要となるた

め、本 F/U 協力に含める妥当性は高いと考える。 
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④ 対応策の検討 

劣化箇所のコンクリート斫りとコンクリート片の除去と共に、当該箇所に設置された避

雷導線および台座を撤去する。洗浄後、鉄筋の防錆処理とコンクリート補修材等による補修

を行い、周辺部の目地補修と、避雷導線の再施工を行う。 
 

（3） 屋根押えコンクリート端部（アゴ）の破損、劣化 
① 該当校 

鉄筋露出、または、破損部からの水の浸入が懸念される学校： 

5 校（FD-1 校、FD-5 校、FD-7 校、FD-8 校、RS-5 校） 

 
② 現状等 

押えコンクリート端部のアゴが劣化により破損して鉄筋が露出したり、アゴ全体が破断

し雨樋内に落下しているケースが散見された。上記項目 2 の「屋根押えコンクリートの表

面劣化」と同じ原因によると考えられる。 
 

   

【FD-1】アゴ部分が破損し、断熱層が

露出している。軒樋の露出防水層に膨

れが見られ、当該部分の防水が健全で

はないことが推察される。 

【FD-8】アゴ全体が完全に破断、落下

し、鉄筋が露出している。 
【RS-5】押えコンクリート全体の劣化

が激しく、端部のアゴも複数個所で破

損し、鉄筋が露出している。 

 
③ 補修の妥当性（必要性） 

鉄筋が露出している箇所は、鉄筋の発錆とコンクリートの劣化により押えコンクリート

の更なる破損、破断を招く可能性がある。また、アゴ部分が大きく破損、破断している箇所

は、アゴ下に巻き込まれている防水層の継ぎ目からの雨水侵入も懸念される。 
押えコンクリートの表面劣化と同様に、補修工事に当たっては、不具合箇所を適切に斫り、

洗浄し、鉄筋露出箇所は防錆処理する工程において入念な監理が必要となるため、本 F/U
協力に含める妥当性は高いと考える。 
なお、FD-7 校及び FD-8 校については、「（1）屋根押えコンクリートのズレ、破断」で述

べた通り押えコンクリートを解体・撤去するため、また、FD-5 校については、「（4）屋根押
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えコンクリート膨張」に後述する対応を検討しているため、本項目の対応は不要となる。 
 
④ 対応策の検討 

FD-1 校、RS-5 校については、劣化箇所のコンクリート斫りとコンクリート片の除去と

共に、当該箇所に設置された避雷導線および台座を撤去する。洗浄後に鉄筋の防錆処理を行

い、アゴ部分の補修（金物水切の設置）を行うと共に、周辺部の目地補修と、避雷導線の再

施工を行う。 
 

（4） 屋根押えコンクリート膨張 
① 該当校 

コンクリート膨張による亀裂が確認された学校： 1 校（FD-5 校） 

 
② 現状等 

FD-5 校の押えコンクリートには、妻壁に平行なパラペット壁沿い（下図赤線通り芯上）

を初めとした多数箇所で、コンクリートの熱膨張に起因すると思われる亀裂が生じている。

また、亀裂が生じた箇所からコンクリート表面が剥離・損傷し、鉄筋が露出したり、コンク

リートが脆く劣化した状態になっている。 
コンクリート膨張によるパラペット押し出しとそれに伴う構造躯体や各種仕上面への影

響を懸念し、現地調査の結果を国内に持ち帰り検証を行った。その結果、建物内・外に構造

クラックを示す兆候は表れていないことから、他の構造および仕上への影響は無いと判断

できる。押えコンクリート内部で亀裂が生じたことにより、膨張による圧縮力が吸収された

ものと考えられる。 
 

 
図 2-1 FD-5 校 屋根伏図 

 

X4 X5 X8 X10 
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【FD-5】妻側パラペット（X4 通り）沿

いの亀裂。 
【FD-5】中庭側パラペット（X8 通り）

沿いの亀裂。 
【FD-5】妻側パラペット（X10 通り）

沿いの亀裂。 

 
③ 補修の妥当性（必要性） 

熱膨張による亀裂が進行すると、更にコンクリート表面の剥離、鉄筋の露出、鉄筋の発錆

とコンクリートの劣化を招き、将来的に断熱層および防水層に影響が生じる可能性が懸念

されるため、補修の必要性は非常に高いと考える。また、設計意図を理解した補修工事の実

施のために、精度の高い監理が求められるため、本 F/U 協力に含める妥当性も高い。 
 
④ 対応策の検討 

上述した項目「（2）屋根押えコンクリートの表面劣化」の対応と合わせ、屋根押えコンク

リートを全面撤去し、金属屋根葺きとする。ただし、現状として、当該校では雨漏りが生じ

ておらず、また押さえコンクリートの大きなずれが生じているわけでもないため、金属屋根

葺きの緊急度は、同じ工事を計画している他の 4 校（FD-2、FD-3、FD-7、FD-8）に比べ

て若干低い。全体金額を考慮し金属屋根葺きが実現できない場合には、日本側での補修工事

は行わず、コンクリートの表面補修マニュアルを作成し、学校による部分補修を促すことと

したい。 
 

（5） 露出防水層（軒樋等）の防水不良 
① 該当校 

雨漏りを伴う広範囲に渡る防水不良が生じている学校： 1 校（FD-1 校） 

雨漏りを伴わない部分的な不良（膨れ等）が生じている学校：  

5 校（FD-3 校、FD-6 校、FD-7 校、RS-3 校、RS-5 校） 

 
② 現状等 

FD-1 校の主屋根の軒樋の露出アスファルト防水は、ほぼ全面的に剥離、膨れの症状が出

ており、劣悪な状態であった。膨れた箇所には、内部に水が溜まっている様子が確認された。

複数回に渡って補修された跡があったが、部分的な補修方法であったと思われる。ほぼすべ

てのドレイン、竪樋周辺部から漏水している。 
また、既存校舎への渡り廊下屋根は全面が露出アスファルト防水である。引渡し当初から

雨漏りが指摘されており、主屋根の軒樋と同様に、複数回にわたって補修工事が行われた。
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しかし、こちらも部分的な補修方法であったため補修箇所に剥離等の不具合が見られた。加

えて、既存校舎側からの雨漏りも疑われる状況であった。 
なお、その他 5 校（FD-3 校、FD-6 校、FD-7 校、RS-3 校、RS-5 校）においても部分的

な防水層の膨れは散見されたが、雨漏りは生じていない。 
 

   
【FD-1】主屋根軒樋 押えコンクリー

ト端部（アゴ）破損個所下の露出防水不

良箇所（膨れ、漏水）。 

【FD-1】主屋根軒樋 パラペット壁の

露出防水不良箇所（膨れ、漏水）。 
【FD-1】渡り廊下屋根 補修箇所が剥

離している。 

 
③ 補修の妥当性（必要性） 

FD-1 校については、部分的な補修では問題は解消されず、露出防水部分の全面的な補修

が必要と思われる。工事費は高額となり、また、補修工事には下地調整や既存防水層との取

り合い等、精度の高い設計・監理が求められることから、当該項目の補修工事は本 F/U 協

力で実施する必要性は非常に高いと考える。 
なお、他の 5 校については、雨漏りを伴わない部分的な防水層の膨れである。金額的にも

技術的にも各学校で対応可能な補修内容であり、本 F/U 協力による対応は必ずしも必要で

はないと考える。 
 
④ 対応策の検討 

既存防水層を撤去・清掃後、ドレイン周りのコンクリート部に亀裂がある場合には注入補

修し、軒樋床面をモルタルで下地調整（勾配調整）の上、新規に防水工事（露出アスファル

ト防水仕上）を行う。ドレインの位置は基本的に変更しないこととするが、ストレーナーや

集水箱等の金物は必要に応じて交換する。 
 

（6） 二重壁外側レンガ壁の孕みとコンクリート臥梁の破断 
① 該当校 

二重壁外側レンガ壁を受ける臥梁が破断し、レンガ壁に孕みが生じている学校： 1 校（FD-1 校） 

二重壁外側レンガ壁のごく一部に孕みが見られる学校： 1 校（RS-2 校） 
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② 現状等 

【FD-1 校】 
（ア） FD-1 校の職員室裏のピロティ部の外壁レンガ壁が孕んでおり、その壁を受ける臥

梁が構造梁と破断している。当該臥梁部が破断し外側に開いたため、その上部のレ

ンガ壁（2 階階高の下半分）が外側に 10mm 程度孕んだ状態となっている。 
（イ） 階段室 2 階部分の壁の一部が 7～8mm 程度孕んだ状態になっている。当該部分の壁

は、屋根樋部分からの雨漏り（上記項目「（5）露出防水層（軒樋等）の防水不良」）

に起因していると思われる水染みがあるため、その相関関係が疑われる。 
（ウ） 2 階廊下の窓下腰壁にもわずかな孕みが見られ、廊下の 2 階梁（1 階の窓上の梁）

のモルタル部に亀裂が生じている。構造クラックの可能性を疑い、現地調査の結果

を国内に持ち帰り検証を行った。その結果、構造クラックを示す兆候は無く、レン

ガ壁受けのコンクリート臥梁とレンガ壁の間の詰めモルタルが剥離して生じた亀裂

であると考える。 
【RS-2 校】 
（エ） RS-2 校では、トイレ外壁の 2 階部分にごくわずかな孕みが視認された。壁が孕んで

いる部分は、トイレからの漏水により水染みが出来ているため、相関関係が疑われ

る。 
 

  
 

【FD-1】(ア)職員室裏のピロティ。赤

枠内のレンガ壁が孕み、壁を受ける臥

梁が破断している。 

【FD-1】(ア)破断した臥梁。 【FD-1】(ア)破断した臥梁の断面スケ

ッチ。 

   
【FD-1】階段室外壁（イ）の一部に孕

みが見られる。また、2 階廊下梁（ウ）

のモルタル部に亀裂が生じている。 

【FD-1】（ウ）2 階廊下梁モルタル部の

亀裂。 
【RS-2】（エ）外壁にトイレからの漏水

と思われる水染みがあり、壁面がわず

かながら不陸状態である。 
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1 階平面図 
 

2 階平面図 

 

 

 

西側立面図 

 

A-A 断面図 

 
南側立面図 

図 2-2 FD-1 校 平面図・立面図・断面図 

 
③ 補修の妥当性（必要性） 

FD-1 校については、（ア）は放置しておくと 2 階外壁部分の孕みが進行し、最悪の場合

にはレンガ壁の崩落に繋がる可能性を否定できないこと、（ウ）は亀裂箇所から雨水侵入が

続くと構造的な問題に発展しかねないことから、補修の必要性は非常に高いと考える。補修

費用が高額となることや、適切な補修計画に基づいた精度の高い監理が求められる点から、

（ア）（ウ）については本 F/U 協力に含める妥当性は高い。 
一方、FD-1 校の（イ）と RS-2 校の（エ）については、現時点の状態で安全上の問題が

生じているものではない。かつ、屋根軒樋の補修やトイレの配管補修により壁面への水の侵

入が解消されれば、壁面状態の悪化は回避できると考えられるため、本 F/U 協力で対応す

る必要性は低いと考える。 
 

（イ） 

 
（ア

）1km 

（ウ） 

（イ） 

（ア） 

（ウ） 

（イ） 

（ア） 

 

（ウ） 
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④ 対応策の検討 

FD-1 校の（ア）は、破断により生じた空隙部分に無収縮モルタルを高圧注入後、破断箇

所の下部（1 階壁空き部分、幅 1.2ｍ×高さ 3.5ｍ）にレンガ壁を増設する。 
（ウ）については、亀裂箇所を U カットし、清掃後、無収縮モルタルにて補修し、補修

箇所をモルタル＋塗装で仕上げる。 
 

（7） 二重壁外側レンガ壁の表面剥離、落下 
① 該当校 

中庭の外壁全面に渡ってレンガの表面剥離、落下が生じている学校： 1 校（FD-5 校） 

外周壁の一部にレンガの表面剥離が生じている学校： 1 校（FD-1 校） 

 
② 現状等 

【FD-5 校】 
FD-5 校は、中庭に面した壁面四周とも、外壁のレンガ表面およびタイルが、剥離、亀裂、

落下等の現象が生じており、危険な状態にある。レンガは、表面が押し出されるような形で

割れ、表面部分が既に落下している箇所も少なくない。また、タイルは、レンガ同様に押し

出される形で下地モルタルごと壁から浮き上がっている状態が確認された。また、レンガ等

が損傷を受けている箇所を中心に、壁に水染みが出来ている様子が確認された。当該問題は

中庭だけに生じ、外周壁面には発現していない。その理由は、①中庭は閉じた矩形であり、

コンクリートやモルタルの膨張・収縮の動きの逃げが効かなかったため、②外周壁に比して

中庭側の壁面は壁面に浸透した雨水の乾きが遅く、低品質のレンガの白華現象が生じたり、

レンガ内部に浸透した水分の凍結・融解が繰り返されたことにより、レンガ表面の強度低下

に繋がったため、と考えられる。 
なお、FD-5 校は中庭を体育館代わりに活用するため、2015 年 8～9 月にポリカーボネー

ト製の屋根を設置した（FD 連邦教育省予算、24,000KM（約 1.7 百万円））。 
【FD-1 校】 

FD-1 校は、数は少ないが、外周壁面のレンガの表面が剥離、落下している箇所が散在し

ていた。FD-1 校の場合は、屋根の軒樋からの雨漏り等（上記項目「（5）露出防水層（軒樋

等）の防水不良」）により壁面に水染みが出来ている箇所のレンガが表面剥離を起こしてい

ることから、レンガ内部に浸透した水分の凍結・融解が繰り返されたことにより、レンガ表

面の強度低下に繋がったと考える。 
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【FD-5】中庭の外壁面は、四周ともレ

ンガ、タイルの剥離、亀裂、落下が生じ

ている。また、不具合が生じている壁面

箇所は水が浸みている。 

【FD-5】中庭壁面のレンガの表面剥離

とタイルの亀裂。 
【FD-5】中庭壁面のレンガの表面剥離。 

   

【FD-5】中庭壁頂部（パラペット）の

外壁タイルの一部が、コンクリートと

共に浮き上がっている。 

【FD-5】中庭に面した窓上のタイルの

一部が、コンクリートと共に浮き上が

っている。 

【FD-1】数は多くないが、外周壁面の

レンガの表面が剥離、落下している箇

所が散在している。 

 
③ 補修の妥当性（必要性） 

レンガの表面剥離、落下は、重大な事故につながる危険性が高いため、補修の必要性は非

常に高い。また、高額な工事費を要し、かつ、慎重な施工・監理が求められることから、本

F/U 協力に含める妥当性は高いと考える。 
 
④ 対応策の検討 

FD-5 校のレンガ壁は、中庭外壁の適切な位置に伸縮目地を設け、バックアップ材充填の

上、弾性シーリングを施す。中庭レンガ壁の表面全面を斫り、必要に応じて注入補修を行う

と共に、仕上面は防水モルタル＋塗装で補修する。鉄筋が爆裂したと思われる箇所は、不具

合箇所を撤去し、鉄筋の錆を落とし防錆処理の上、樹脂モルタルで補修する。 
FD-1 校は、屋根軒樋の補修により雨漏りが解消されれば、壁面状態の悪化は回避できる

と考えられるため大がかりな補修の必要性は高くないと考えるが、既に剥離、落下が生じて

いる箇所は、不具合箇所を斫り、必要に応じて注入補修を行うと共に、仕上面はモルタル＋

塗装で部分補修する。 
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（8） 外壁タイルの剥離、落下 
① 該当校 

広範囲でタイルが剥離、落下している学校： 2 校（FD-3 校、RS-5 校） 

部分的にタイルが剥離、落下している学校： 3 校（FD-2 校、FD-5 校、FD-8 校） 

概ね接着状態は良いが、一部が剥離している学校： 2 校（FD-7 校、RS-3 校） 

 
② 現状等 

窓上や壁頂部等に貼られた外壁タイルが、複数の学校で広範囲に渡って剥離、落下してお

り、特に中庭のタイルの状態の悪い学校では、生徒の中庭への立ち入りを禁止する措置を取

っている。 
 

   

【FD-3】中庭壁頂部や窓上、外周壁面

各所のタイルが剥離、落下している。 
【FD-3】窓上タイル。接着面下地ごと

浮き、鉄筋爆裂の可能性がある。 
【RS-5】多くのタイルが落下し、残存

タイルも接着状態は極めて悪い。 

 
③ 補修の妥当性（必要性） 

壁面からのタイル剥離、落下は、重大な事故につながる危険性が高いため、補修の必要性

は非常に高い。壁面タイルの補修には足場が必要であり、従って工事費も高額となることか

ら、本 F/U 協力に含める妥当性は非常に高いと考える。 
 
④ 対応策の検討 

現地調査 II の結果、広範囲で剥離や落下が生じていることが確認された 5 校（FD-2 校、

FD-3 校、FD-5 校、FD-8 校、RS-5 校）は、全ての外壁タイルを撤去し、モルタル＋塗装

仕上げとする。その他の 2 校については、不具合箇所周辺のみを補修する。 
 

（9） 外部モルタルの浮き、剥離、落下 
① 該当校 

大きな面でのモルタル剥離、落下が確認された学校： 1 校（FD-3 校） 

部分的なモルタル剥離、落下が比較的多数箇所で確認された学校：  

5 校（FD-1 校、FD-2 校、FD-6 校、FD-8 校、RS-5 校） 

部分的なモルタル剥離、落下が比較的少数箇所で確認された学校： 2 校（FD-7 校、RS-2 校） 
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② 現状等 

引渡し後 10 年以上が経過した建物であることから、経年劣化や使用者の責による外部モ

ルタル仕上面の不具合（割れ、欠け、剥離等）が多数の学校で確認された。 
FD-3 校では、エントランス上部の外壁面のモルタルが 2011 年頃に大きく剥離、落下し

たため学校により補修されていたが、補修した箇所が再び剥離していることを確認した。ま

た、建物裏側のモルタルも大きな面で剥離している。学校による補修箇所が再び剥離してい

る理由は、適切な下地処理や養生が行われなかった可能性が高く、また、一部ではモルタル

厚不足による剥離が生じたと思われる。 
 

   
【FD-3】建物正面外壁。妻壁モルタル

面で色が濃い部分が、過去に剥離、落下

し、学校により補修された部分。 

【FD-3】建物正面左側のモルタル補修

箇所。多数のヘアクラックがあり、面全

体が浮いている。 

【FD-3】建物正面右側。左右のレンガ

面に合わせるためか、モルタル面左側

（窓上）のモルタル厚はごく薄く施工

されており、浮いている。 

 
③ 補修の妥当性（必要性） 

FD-3 校のエントランス上部の外壁面については、学校の自助努力により補修が行われた

が、補修方法が必ずしも適切ではなかったと思われ、結果として、再び剥離、落下の危険が

生じている。剥離が進行すると、大きな面のモルタル落下により事故が生じる危険性がある

ため、補修の必要性は非常に高いと考える。また、学校による補修では適切な監理が行き届

かなかった経緯や、補修面積が大きく費用が高額になることから、本 F/U 協力に含める妥

当性は非常に高いと考える。 
他方、その他の学校のモルタル剥離、落下個所については、範囲が限定的であったり、緊

急性を要しない不具合であること、および、学校による補修が可能な内容・規模であると判

断されるため、本 F/U 協力による対応は必ずしも必要ではないと思われる。 
 
④ 対応策の検討 

FD-3校の対象外壁のモルタル面を斫り、下地目あらし後、モルタル＋塗装仕上げとする。 
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（10） 窓周りからの雨漏り 
① 該当校 

中庭側の窓周りからの雨漏りが生じている学校： 2 校（FD-2 校、FD-8 校） 

 
② 現状等 

FD-2 校、FD-8 校の 2 校において、中庭に面した窓周りからの雨漏りが生じている。2 校

とも雨は北風を伴って吹きつけることが多いため、中庭南側の壁面での問題である。また、

外周壁まわりの窓サッシも中庭側と同様の納まりだが、外周壁周りの窓上には庇がついて

いることから、外周壁側での窓周りからの雨漏りは生じていない。 
【FD-2 校】 

FD-2 校（2 階建）は 2 階南側の中庭に面した廊下に被害が集中しており、窓下の腰壁、

窓際の柱型に雨漏りの跡があり、特に、窓下腰壁は塗装剥離と補修（外側シーリング、内壁

塗装）を何度も繰り返している。現地調査Ⅱにて放水試験及びサッシメーカーへのヒアリン

グを行い、サッシ下部の構造が雨漏りの主たる原因であると特定した（サッシ本体の水切り

部材が無いこと、下部水抜き穴の不良、ガスケットの劣化）。また、窓上方の柱型や梁型に

も雨染みが出来ているため、上記項目「（8）外壁タイルの剥離、落下」と関連し、窓上部の

外壁タイルやレンガ壁周辺からの浸水の可能性が考えられる。 
【FD-8 校】 

FD-8 校（平屋建）については、1 階南側の中庭に面した廊下で、窓際の柱型と窓上の梁

型に雨染みがある。窓上方の柱型、梁型に雨染みが出来ていることから、窓周りからの雨漏

りと共に、壁面からの水の侵入の可能性も考えられる。現地調査Ⅱにて放水試験を行った結

果、試験当日及び翌日共に、天井内部に水が浸みた後は確認されず、サッシ本体及び屋根

（2010 年改修）からの漏水ではないことが確認された。学校関係者からのヒアリングによ

ると、風を伴った強い雨の時のみに壁に水染みが出来るという。一方、窓上部の外壁タイル

と、レンガ壁の間の目地のモルタルの状態が悪い（上記項目「（8）外壁タイルの剥離、落下」

と関連）ため、この部分からの浸水の可能性が最も高いと考える。 
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【FD-2】雨漏りにより塗装剥離した状

態の写真（学校担当者撮影）。 
【FD-2】学校による補修後。依然とし

て雨漏りが継続しており、塗装剥離し

ている。 

【FD-8】柱型の雨染み。 

  
【FD-8】窓周り雨漏り原因・問題箇所特定のための調査 
壁面、窓面および屋根面に放水試験を行い、サッシ自体および屋根には大きな問題が無いことを確認した。窓上部のタイル

とレンガの隙間の目地の状態が悪く、当該箇所からの浸水が最も疑わしい。2 日間に渡って内外部の経過観察を行ったが、

絶対的な原因は特定できなかった。 

 
③ 補修の妥当性（必要性） 

雨漏りが継続すると、仕上面の損傷等の美観上の問題だけではなく、構造躯体への影響も

懸念されることから、補修の必要性は非常に高い。ただし、問題箇所と原因を正しく特定で

きれば、その補修費用は高額ではなく、技術的難易度も低いため、本 F/U 協力に含める妥

当性は必ずしも高くない。 
 
④ 対応策の検討 

FD-2校の窓下部からの雨漏りについては、学校側に当面の間の応急処置方法を助言した。

根本的な問題解決のための補修工事を行う場合、技術的難易度は低く、金額も小さい（約 20
万円）ことから、日本側で補修工事マニュアルを作成の上、学校側での対応を促す方針であ

る。また、窓上部の雨染みについては、外壁タイルの補修によって問題解決する可能性が高

い。 
FD-8 校については、外壁タイルの補修によって問題解決する可能性が高い。 
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（11） トイレからの漏水 
① 該当校 

衛生機器接続部を含めた天井内排水系統全体からの水漏れが生じている学校：  

3 校（FD-3 校、RS-2 校、RS-3 校） 

天井内排水系統全体からの水漏れが生じている学校： 1 校（FD-5 校） 

床排水口からの水漏れが生じている学校： 1 校（FD-2 校） 

部分的な汚水管からの水漏れはあるが学校により対処出来ている学校 1 校（FD-6 校） 

 
② 現状等 

【FD-3 校、RS-2 校、RS-3 校】 
FD-3 校、RS-2 校、RS-3 校の 3 校については、漏水箇所が多数箇所に渡っており、各学

校により応急処置は取られているものの依然として汚水漏れが継続し、下階天井を汚して

いる。特に状況が酷いのは RS-2 校、RS-3 校の 2 校であり、深刻な漏れが生じた一部のト

イレを使用禁止にしていた。なお、RS-3 校については、汚水・雑排水管が換気用ダクトと

抱き合わせで支持金具固定されており、換気ダクトの振動が影響を与えた可能性が疑われ

る。 
【FD-5 校】 

FD-5 校については、学校による応急処置により汚水漏れは軽減され、また、天井裏にバ

ケツを置くなどして、階下に漏れないように対処している。しかし、汚水漏れ個所は、大便

器、小便器、手洗いの複数個所に渡っている。 
【FD-2 校】 

FD-2 校は、2 階トイレに水をまきながら掃除をすると、下階トイレに水が漏る状況であ

った。FD-2 校については、漏水の主たる原因は、防水層の入っていないタイル壁上部にも

水をかけて掃除していることであり、配管系統には問題が無いことが確認された。ただし、

床排水口付近については、防水範囲内の床・壁下部への散水により下階へ漏水している様子

が確認されたため、床防水に不具合が生じていると考えられる。 
【FD-6 校】 

FD-6 校は、過去に汚水漏れが生じたが、適切に補修され、現在は問題が解消している。 
 



2-20 

   
【FD-3】2 階の男子トイレおよび女子

トイレで汚水漏れがある。特に、男子ト

イレからの漏れが酷い。 

【FD-5】学校による応急処置により汚

水漏れは軽減され、また、天井裏にバケ

ツを置くなどの対処をしている。 

【RS-2】応急処置で配管にフエルトを

巻き付けているが、かなり湿っている

ように見える。加えて、給水管等からの

水漏れも併発しているようである。 

   
【RS-2】トイレ階下の 1 階は図書室に

なっており、図書室の天井が汚水で汚

れている。 

【RS-3】応急処置として配管にフエル

ト状の帯を巻き付ける等の工夫はして

いるが、スラブ内での汚水漏れに対す

る対処は出来ていない。 

【RS-3】汚水・雑排水管が換気用ダク

トと抱き合わせで支持金具固定されて

おり、換気ダクトの振動が影響を与え

た可能性も疑われる。 

 

【FD-2】2 階トイレ漏水原因・問題箇

所特定のための調査 
 
床排水口の配管内の状態確認と、床、壁

への段階的な散水試験を行った。清掃

の際、防水されていない壁上部に水を

かけていることを把握し、同様に水を

かけたところ、下階へ水が漏れた。 

 
③ 補修の妥当性（必要性） 

生徒や教職員の衛生面の安全確保のため、補修の必要性は非常に高い。また、各学校が出

来る範囲で部分的な応急処置を試みたものの問題解消に至っていないことから、（学校によ

っては）衛生機器を含めた配管全体の改修が必要と考えられ、費用が高額になる点からも、

本 F/U 協力に含める妥当性は高いと考える。 
なお、FD-6 校については、学校により適切に対処されており、現時点で汚水漏れは生じ

ていないことから、対応は不要であると考える。 
 
④ 対応策の検討 

FD-3 校、RS-2 校、RS-3 校の 3 校は、2 階（RS-2 校のみ 2 階＋3 階）の男子・女子トイ

レの衛生機器、手洗い、床タイル、および、1 階天井内の排水管の全てを撤去し、全面的に
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改修する。また、1 階男子・女子トイレの天井パネルを全面交換する。 
FD-5 校は、2 階男子・女子トイレの衛生機器、手洗い、床タイルは既存のままとし、1 階

天井内の排水配管のみを全面交換する。 
FD-2 校については、学校に対し、今後は壁上部への水撒き掃除を行わないよう強く依頼

した。床排水口付近についてのみ、床防水および配管の部分的な補修を行う。 
 

（12） 隠ぺい部内（壁、床）給水管の漏水 
① 該当校 

トイレ周りの壁内給水配管が漏水している学校： 3校（FD-1校、FD-6校、RS-5校） 

トイレ周りの壁および廊下床下の給水配管が漏水している学校： 1 校（RS-3 校） 

 
② 現状等 

4 校（FD-1 校、FD-6 校、RS-3 校、RS-5 校）において、壁内または床下に埋設されたト

イレ内または教室等への給水配管の水漏れによると思われる壁面の水染み、塗装剥離が確

認された。 
 

 
 

 

【FD-1】給湯器への給水配管の水漏れ

によると思われる水染み。 
【RS-3】廊下床下の給水配管からの水

漏れによると思われる水染み。 
【RS-5】トイレ手洗い用給水配管から

の水漏れによると思われる水染み。 

 
③ 補修の妥当性（必要性） 

水漏れが継続すると、仕上面の損傷等の美観上の問題だけではなく、構造躯体への影響も

懸念されることから、補修の必要性は高い。ただし、補修には、仕上げのモルタルやレンガ

壁の斫りを伴うものの、施工難易度は高くなく、費用もさほど高額とはならないため、本

F/U 協力に含める妥当性は必ずしも高くないと考える。 
 
④ 対応策の検討 

学校により補修される場合、漏水が疑われる箇所のモルタルを斫り、漏水箇所を特定して

配管を部分的に交換し、モルタル＋塗装仕上げとする等の対応策が考えられる。 
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（13） ボイラー用給油管からの燃料漏れ 
① 該当校 

ボイラー用屋外埋設給油管に漏れが生じ、給油システムが使用できない学校： 1 校（FD-7 校） 

 
② 現状等 

FD-7校のボイラー用の燃料給油システムは、屋外埋設オイルタンクからポンプを経由し、

敷地内に埋設された給油管を通してボイラー室建屋内のサービスタンクに自動給油される

システムであった。しかし、現在は給油システムが使用できない状態である。学校側の説明

によると、 
 3～4 年前、ボイラー室裏側の草が変色し、周辺に油の臭いが充満した。 
 給油システムは稼働していたが、オイルタンク側の送油量とサービスタンク側の

受油量に大きな差が生じるようになった。 
 業者による検査は行ったが、漏れ箇所の特定には至らなかった。 
 ポンプは問題なく稼働しているため、ポンプ以降の配管系統の使用を止め、ポンプ

にホースを繋いでサービスタンクまで手動で給油している（暖房使用時は、週 1 回

のペース）。 
 

   
【FD-7】オイルタンク（芝生部分に埋

設）と給油用ポンプ（コンクリート構造

物）の位置。 

【FD-7】燃料漏れが疑われたため、学

校がポンプから給油配管への接続を切

り、ホースを使って給油できるように

分岐した。 

【FD-7】燃料漏れが疑われた際には、

学校敷地内、ボイラー室裏の草が枯れ

たという。 

 
③ 補修の妥当性（必要性） 

FD-7 校の地域は、冬季には気温が-20℃に達する日もあり、積雪は 30～50cm であるた

め、暖房は必要不可欠な設備である。冬季に週 1 回のペースでホースを引き回して給油作

業を行わざるを得ない状況は、当初想定の施設機能を満たしているとは言えない。また、給

油作業中の引火事故なども懸念される。よって、補修の必要性は非常に高い。また、当該補

修工事にかかる費用は高額となるため、本 F/U 協力に含める妥当性も高いと考える。 
 
④ 対応策の検討 

建物北側・東側には既存埋設物が多く、新たに配管するスペースが無いため、既存の送油
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管ルート上に蓋付 U 字溝を埋設し、その中に新規配管する。一部、建物の基礎下に埋設さ

れている既存管は埋めたままとし、新規配管は建物を迂回させる。 

 

【FD-7】ボイラー用送油管の配管ルート

の検討 
 
既存埋設物等を考慮して、配管ルートの

見直しを行った。基本的には既存送油管

と同じ経路（赤線）とするが、建物基礎

下の配管（黄色線）は埋め殺しとして、

迂回（青線）する。 

 
（14） ポンプ室の壁、屋根の劣化、損傷 
① 該当校 

ポンプ室の壁、屋根が劣化および損傷している学校： 1 校（RS-5 校） 

 
② 現状等 

RS-5 校は独立したポンプ室を有する。屋根の防水押えコンクリートの劣化が激しく、鉄

筋が露出している。壁は、コンクリート壁の外側に断熱材（スチレンフォーム）＋モルタル

薄塗り仕上であるが、鳥が巣を作るために断熱材に大きな穴をあけてしまったそうである。

なお、ポンプ室内の状態は健全で、ポンプ室としての機能に支障は生じていない。屋根は、

押えコンクリートが、引渡し後の凍害で表面にひび割れ等が生じ、降雨、降雪などにより更

なる劣化を招いたと考えられる。壁は、断熱材の外側の仕上が、十分な仕上厚を持つモルタ

ルではなく、薄塗りであったため、鳥の被害を受けてしまったものと思われる。 
 

   
【RS-5】ポンプ室。外装が激しく劣化、

損傷している。 
【RS-5】ポンプ室屋根。屋根防水押え

コンクリートが劣化しており、鉄筋が

露出している。 

【RS-5】ポンプ室外壁。鳥が断熱材に

大きな穴をあけ、コンクリート壁が見

えている。 
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③ 補修の妥当性（必要性） 

現時点で機能上の支障は生じていないものの、押えコンクリートの劣化が進むと室内へ

の雨漏りが懸念される。また、壁を現状のまま放置すると鳥による被害が進み、ポンプ室の

断熱性に問題が生じる可能性がある。よって、補修の必要性は高い。また、屋根面、壁面全

体の補修が必要になることから費用が高額となるため、本 F/U 協力本体に含める妥当性は

高いと考える。 
 
④ 対応策の検討 

屋根については、劣化した保護コンクリート表面を斫り、露出した鉄筋の防錆処理後、コ

ンクリートを打設する。 
壁については、既存のモルタル薄塗り部分を剥がし、断熱材破損個所を補修し、プラスチ

ックネット下地の上に 20～25mm 厚のモルタル＋塗装仕上とする。 
 

（15） その他 
現地調査で確認されたその他の軽微な不具合を以下に記す。 
 

（15）－1 竪樋の亀裂 
① 該当校：FD-1 校、FD-3 校、FD-8 校、RS-2 校、RS-3 校、RS-5 校 
② 現状、対応策等 

竪樋は、足元の地上 2.0m が鋼管（鋳鉄管）で、2.0m 以上の部分は亜鉛メッキ鋼

板管で構成されている（現地では、破損・変形防止のために竪樋の足元に鋳鉄管を用

いるのが一般的である）。 
各校とも亜鉛メッキ鋼板部分には不具合が生じていないが、足元の鋼管部分、特に、

雪や雨に晒されやすい面の鋼管に亀裂が生じていた。冬季に竪樋内部が凍結し、氷の

膨張により硬度の高い鋼管部分が割れたものと考えられる。 
当該不具合による学校機能面や使用者の安全面への影響はほとんど無いこと、ま

た、現地で一般的に流通している資材であり、交換が容易であることから、学校によ

る補修対応は十分可能と判断される。 
 

（15）－2 暖房用ラジエターの故障 
① 該当校：RS-2 校 
② 現状、対応策等 

温水漏れによるパネル腐食により、廊下に設置されたラジエターの 10 台と副校長

室の 1 台が故障していた。 
現地で一般的に入手できる設備であり、パーツの部分交換も可能なことから、学校

による補修対応は十分可能と判断される。 
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（15）－3 スロープの損傷 

① 該当校：FD-3 校 
② 現状、対応策等 

引渡し後、凍害被害、劣化が進んだと思われるが、FD-3 校のエントランスのスロ

ープの床面が非常に傷んでいた。 
現状ではスロープとしての機能に問題があるが、補修範囲は小さく、また、技術的

に難しい補修内容では無いため、学校による補修対応は十分可能と判断される。 
 

（15）－4 内部床タイルの浮き、割れ 
① 該当校：FD-1 校、FD-2 校、FD-3 校、RS-5 校 
② 現状、対応策等 

一部の学校で、使用者の責等によると思われる廊下のテラゾブロックタイルや教

室のリノリウムタイルの浮き、割れが確認された。学校による通常メンテナンスの範

囲内であることから、学校による補修対応は十分可能と判断される。 
 

（15）－5 壁面のモルタルクラック・剥離、塗装剥離 
① 該当校：全 11 校 
② 現状、対応策等 

引渡し後 10 年以上が経過した建物であることから、経年劣化や使用者の責による

外部・内部モルタル仕上面の不具合（割れ、欠け、亀裂、剥離等）が全ての学校で確

認された。上記項目 9「外部モルタルの浮き、剥離、落下」に記した通り、大きな面

でモルタルが剥離、落下する危険性がある箇所は、使用者の安全を考慮し、本 F/U 協

力本体に含めることを検討すべきと考えるが、その他の軽微なクラック、剥離等の補

修は、各学校により行われている通常メンテナンスの範囲内であり、学校による補修

対応は十分可能と判断される。 
 

（15）－6 天井パネルの汚れ、破損（トイレを除く） 
① 該当校：FD-1 校、FD-2 校、FD-5 校、FD-7 校 
② 現状、対応策等 

継続的な雨漏りや、大雨時の一時的な雨漏り、配管結露等による天井パネルの汚れ

である。また、一部学校では、使用者の責による天井パネルの破損も確認された。 
天井パネルの汚れは、交換しなければ支障が生じるわけでは無いため、本 F/U 協

力本体による対応の必要性は高くないと考える。また、仮に交換するとしても、一般

に流通した材料であり、パネル交換にかかる経済的負担も大きくないことから、学校

による対応は十分可能と判断される。 
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（15）－7 男子トイレ小便器横のパーティションの腐食 

① 該当校：FD-6 校 
② 現状、対応策等 

FD-6 校は他校と異なり鉄板製のパーティションであるため、小便のはね等により

腐食したものと考えられる。緊急性を要するものではなく、交換にかかる費用も高額

では無いため、学校による補修対応は十分可能と判断される。 
 

（15）－8 トイレからの下水臭 
① 該当校：RS-1 校 
② 現状、対応策等 

女子トイレ、男子トイレ、教職員用トイレに共通して、日によっては臭気が酷いと

のこと（調査日には酷い臭いは確認できなかった）。ヒアリングによると、①汚物臭

ではなく下水のような臭いである、②多数の人がトイレを使う時に臭いが酷いので

はなく、むしろ、長期休暇や週明けの臭いが酷いとのことであった。また、職員トイ

レの床排水口がアルミホイルでカバーしてあり、外してみたところ、臭気が上がって

きた。学校関係者によると、トラップ封水が切れないようにしているとは言っていた

が、調査日当日は封水が切れているようであった。学校による補修対応は十分可能と

判断される。 
 

（15）－9 外部エントランス階段部の損傷 
① 該当校：RS-3 校 
② 現状、対応策等 

使用者の責等により、エントランスの階段部が損傷していた。既に学校により補修

された箇所もあるので、学校による補修対応は十分可能と判断される。 
 

（15）－10 建具開閉不良 
① 該当校：FD-1 校、FD-5 校 
② 現状、対応策等 

使用者の責等により、外部建具（特に窓サッシ）の一部に開閉不良が確認された。

各校とも建具調整や部品の交換などを行っているため、学校による補修対応は十分

可能と判断される。 
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2－2－2 各学校の不具合内容と優先度 

現地調査における各教育省・各学校との協議では、各種不具合にかかる補修対応について、

「学校運営面、安全面、衛生面への影響の程度」および「先方による補修工事実施の技術面

および費用面での困難さ」の二つの観点から実施の妥当性を判断することを説明し、合意を

得た。これに基づき、「2‐2‐1 不具合の内容と対応策」で述べた各項目を AA, A, B, C の

4 つの優先度別にカテゴリー分類した。以下に、各カテゴリーの該当項目と選定理由を述べ

る。 
 

（1） カテゴリーAA 

 既に雨漏りが生じている ：項目 1（FD-2、FD-7）、項目 5（FD-1） 

 生徒・教職員の身体安全面での危険性がある ：項目 6、項目 7、項目 8、項目 9（FD-3） 

 生徒・教職員の衛生安全面での危険性がある ：項目 11（FD-2、FD-3、FD-5、RS-2、RS-3） 

カテゴリーAA は、既に学校運営面、安全面、衛生面への影響が生じており、技術面およ

び費用面からも先方による補修工事の実施が困難であると判断された項目である。必要性、

妥当性は非常に高く、本 F/U 協力での実施は必須と考える。 
 
（2） カテゴリーA 

 現時点で雨漏りは生じていないが、補修を行わないと、近い将

来に雨漏りが生じる可能性がある 

：項目 1（FD-3、FD-8） 

 学校の努力により運用できているが、学校運営面の支障が無

いとは言えず、かつ、引火事故等の危険性が懸念される 

：項目 13（FD-7） 

カテゴリーA は、現時点では学校運営面、安全面、衛生面への影響が生じているとは言え

ないが、施設の不具合の状況から判断して、近い将来、カテゴリーAA と同等の影響が生じ

る可能性が高いと判断された項目である。また、技術面および費用面からも先方による補修

工事の実施は困難であると判断される。よって、技術的観点、特に安全性の確保という観点

からは、カテゴリーA を F/U 協力対象とすることが適当であると考える。 
 
（3） カテゴリーB 

 補修の必要性はあるが、雨漏りに直結する可能性は比較的高

くない 

：項目 2（RS-5）、項目 3（FD-1、

FD-5、RS-5）、項目 4（FD-5） 

 補修の必要性はあるが、補修要領等の技術的アドバイスによ

り、学校による対応を促すことは可能だが、費用面での課題が

残る 

：項目 10（FD-2、FD-8）、項目 14

（RS-5） 

カテゴリーB は、補修の必要性は認められるが、カテゴリーAA や A の項目に比して、安

全上の危険性の有無という点で、補修工事の必要性・緊急性が若干低いと判断される項目で
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ある。ただし、技術面および費用面から、先方による補修工事の実施は決して容易ではない。

また、カテゴリーB を F/U 協力対象外とした場合、詳細な問題の原因・箇所の特定には至

らず、よって、学校側に補修対応を促したとしても、問題解消のために適切な方法で補修工

事が実施されない可能性もある。以上より、予算が許すのであれば、カテゴリーB について

も、F/U 協力対象とすることが望ましいと考える。 
 
（4） カテゴリーC  

 学校による対応が可能と判断される ：項目 0、2、5、9、11、12、15（全対象校） 

引渡し後 10 年以上が経過した建物であることから、経年劣化や使用者の責による軽微な

不具合が生じている。また、学校運営面や使用者の安全面への影響がほとんど無い場合には、

カテゴリーC として整理した。これら不具合の補修に当たっては、技術面および費用面での

難易度が低いことから、学校による補修対応は可能と判断される。 
 
以上に基づき、各校の不具合項目とその優先度を整理した一覧表を以下に示す。 

表 2-2 各学校の不具合項目と優先度 

 
 
  

FD-1 FD-2 FD-3 FD-5 FD-6 FD-7 FD-8 RS-1 RS-2 RS-3 RS-5

(1) 屋根押えコンクリートのズレ、破断 AA A AA A

(2) 屋根押えコンクリートの表面劣化 C C C C C B

(3) 屋根押えコンクリート端部（アゴ）の破損、劣化 B B B

(4) 屋根押えコンクリート膨張 B

(5) 露出防水層（軒樋等）の防水不良 AA C C C C C

(6) 二重壁外側レンガ壁の孕みとコンクリート臥梁の破断 AA

(7) 二重壁外側レンガ壁の表面剥離、落下 AA AA

(8) 外壁タイルの剥離、落下 AA AA AA AA AA AA AA

(9) 外部モルタルの浮き、剥離、落下 C C AA C C C C C

(10) 窓周りからの雨漏り B B

(11) トイレからの漏水 AA AA AA C AA AA

(12) 隠ぺい部内（壁、床）給水管の漏水 C C C C

(13) ボイラー用給油管からの燃料漏れ A

(14) ポンプ室の壁、屋根の劣化、損傷 B

(15) その他 C C C C C C C C C C C

項目
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2－2－3 F/U協力内容（案） 

前述の「2‐2‐1 不具合の内容と対応策」および「2‐2‐2 各学校の不具合内容と優

先カテゴリー」に基づき、各学校の補修工事項目別に再整理した一覧表が表 2‐3 である。

表 2‐2 の不具合項目を、補修工事項目に書き換えると共に、他工事項目に包含できるもの

はまとめた（表中※1 および※2）。また、優先度カテゴリーC は除外し、AA～B までを示

している。 
 

表 2-3 F/U 協力内容（案） 

 
 
  

FD-1 FD-2 FD-3 FD-5 FD-6 FD-7 FD-8 RS-1 RS-2 RS-3 RS-5

1 屋根工事（金属折板葺き） AA A B AA A

2 屋根工事（押えコンクリート表面補修） B

3 屋根工事（押えコンクリート端部補修） B B

5 屋根工事（露出防水層の補修） AA

6A 外壁工事（レンガ壁積み） AA

6B 外壁工事（臥梁モルタル補修） AA

7 外壁工事（レンガ壁表面補修） AA AA

8 外壁工事（外壁タイル剥離・落下箇所の補修） AA AA AA AA AA AA AA

9 外壁工事（外壁モルタル剥離箇所の補修） AA

11A 設備工事
（地上階を除く生徒用トイレ　床排水口、床防水層、床仕上の補修）

AA

11B 設備工事
（地上階を除く生徒用トイレ　排水配管、衛生機器、床・壁仕上の補修）

AA AA AA

11C 設備工事
（地上階を除く生徒用トイレ　排水配管の補修）

AA

13 設備工事（ボイラー用送油管の補修） A

14 屋根・外壁工事（ポンプ室屋根・外壁の補修） B

※1：FD-5校の屋根の不具合（不具合の項目(3)および(4)）は、工事項目1（屋根工事（金属折板葺き））で補修対応する。

※2：窓周りからの雨漏り（不具合の項目（10））が生じている2校（FD-2校、FD-8 校）とも、窓上の外壁タイル目地付近からの漏水が疑われるため、
　　　　工事項目8（外壁工事（外壁タイル剥離・落下箇所の補修））と併せて対応する。
　　　　なお、サッシの不具合による漏水があるFD-2校については、日本側で補修マニュアルを作成の上、学校による補修対応を促す。

※3：優先度が低いと判断された不具合項目（（12）と（15））は欠番とする。

項目

※１

※2 ※2
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2－3 施工計画／調達計画、実施体制等の検討 

2－3－1 施工方針／調達方針 

（1） 施工・調達に関する基本方針 
本 F/U 協力本体で実施する補修工事項目は多岐に渡る。現地調査では、それぞれの項目

の具体的な補修方法について詳細検討を行うと共に、必要な材料・工法等に係る調査を行っ

た。 
本 F/U 協力本体で実施する補修工事は、現地の規格・基準（BH national standard: BAS）

のベースである欧州統一規格（European Norm: EN）に基づいた計画とする。現地で調達

可能な材料を使用し、現地建設業者による施工が可能な工法を採用する。材料・工法の選定

に当たっては、現地調査結果で得た不具合の原因を踏まえた計画とし、適切な補修工事が実

施されるよう技術仕様書および図面に規定すると共に、本邦技術者を常駐させて施工監理

を行う方針とする。 
 

（2） 施工業者の選定 
BH 国では建設業者のカテゴリー制度は無い。建設業者は、各建設省 7へエンジニアの登

録を行い 4 年間有効のライセンスを得るが、その登録内容に財務状況は含まれない。また、

各業者は商工会議所に登録している。現地の建設業者の多くは専門業者であり、総合建設業

者（所謂ゼネコン）は決して多くない。本 F/U 協力本体の工事項目は多岐に渡るため、専

門業者への分割発注は現実的では無く、総合建設業者により総合的に施工・管理される必要

がある。なお、FD 及び RS の商工会議所にプロジェクト概要を説明の上、推薦業者（総合

建設業者）のリスト（FD17 社、RS55 社）を得ているため、現地業者による施工には問題

ない。 
本 F/U 協力本体のサイトは、200Km 四方の圏内に点在しており、本件の工事を遂行可能

な建設業者としてサラエボやバニャルカ、ツヅラ等の大都市に拠点を置く総合建設業者を

想定している。「2‐3－5 改修工事工程」に後述の通り本 F/U 協力本体は 1 ロットで実施

することとし、その事業規模、施工能力に見合った入札参加資格要件を設定する。 
 

（3） 免税措置 
本 F/U 協力の調査および協力本体の実施に当たっては、国家レベルでの調整は民生省が

担うこととなっており、免税措置についても同様である。BH 国では、国際機関等によるプ

ロジェクトは免税対象であり、国際機関等（本件では JICA バルカン事務所）が契約当事者

として免税措置を受けることとなる。また、免税対象となる契約書は、現地通貨 KM 建て

でなければならない。 

                                                   
7 教育省と同様に地方分権化されている。FD の連邦レベルには運輸・通信省、都市計画省があるもの

の、建設省はカントンレベルであり、FD 内に 10 の建設省が存在する。また、RS およびブルチコにはそ

れぞれの建設省が存在する。 
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現地調査において民生省と免税手続きに関する協議を行い、更に、JICA と民生省の間の

書簡のやりとりにより、現時点までに確認している内容は以下の通りである。（資料 5「民

生省との往復書簡」参照） 
 本件 F/U 協力に関し、JICA から BH 国に対する打診、照会、協議等を行う際の窓口

は、免税等に係る事項含め、民生省が担当する。 
 民生省から外務省に対し本 F/U 協力本体の免税に係る検討を依頼した。外務省がフ

ォーカルポイントとなって関係機関（財務国庫省、間接税庁、民生省等）に対し、免

税の妥当性を確認の上、免税を担保する調整を完了した。 
 

2－3－2 建設関連基準の確認 

（1） 建設関連法 
BH 国の建設省は構成体（FD 内はカントン）レベルに分権化されており、各建設省がそ

れぞれの建設関連法規を有している。本 F/U 協力本体に関係する建設関連法規の一覧を下

表に示す。 
 

表 2-4 BH 国の建設関連法 
構成体 カントン

（県） 

建築基準法 備考 

FD － Law on Physical Planning and Utilization of Land at the Level of 
the Federation BiH – ("Official Gazette of F BiH", No.2/06) 

FD 連邦レベル 

Una-Sana Law on Spatial Planning (Official gazettes USC no. 9/02,4/04)  
Construction Law (Official gazettes USC no.6/05, 22/07) 

各カントンの建設

関連法は、FD レベ

ルの法をベースに、

ほぼ同様の内容で

ある。しかし、各カ

ントンごとに異な

る内容、規定が含ま

れている。 

Posavina Law on Spatial Planning(Official gazettes PC no. 5/99,7/00) 
Construction Law (Official gazettes PC no. 5/99, 7/00, 5/01) 

Tuzla Law on Spatial Planning (Official gazettes TC no. 3/05) 
Construction Law (Official gazettes TC no. 3/05) 

Herzegovina-
Neretva 

Law on Spatial Planning (Official gazettes HNC no. 4/04) 
Construction Law (Official gazettes HNC no. 5/04) 

RS － Law on Spatial Planning and Construction (“Official Gazette of 
Republika Srpska”,no. 40/13) 

RS レベル 

 
（2） 建設許可 

建設許可を所管するのは、FD、RS の別によらず、基礎自治体（Municipality）である。

基礎自治体は、その行政政府（FD 各カントンまたは RS）の建設関連法の規定に従い、建

設許可の要否の判断、申請受付、検査の実施、許可の発出等の業務を担う。 
建設許可が求められる工事の種類、範囲にかかる規定は、各建設省の建設関連法ごとに異

なる。補修・改修工事の場合は、大規模な改修（5000 ㎡以上の建替え、アップグレード、

屋根工事、建物保全、用途変更）について建設許可が求められる場合があるが、本 F/U 協
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力本体の対象校がある地域では建設許可の対象外となる。ただし、工事の開始に当たっては、

各サイトが属する基礎自治体への通知が必要である。 
 

2－3－3 ボスニア・ヘルツェゴビナ国における公共事業の入札方法と手続き 

（1） 公共調達法 
BH 国の公共調達法（Law on Public Procurement）は国家レベルの法であり、FD、RS

の別によらず、全ての公共調達が同法の規定に基づいて実施されなくてはならない。しかし、

同法第 10 条（Article 10 Contracts Exempted from this Law）において、BH 国政府と

の二国間または多国間の合意文書に基づく公共調達契約は公共調達法の対象外であると規

定されており、本 F/U 協力本体はこれに該当する。 
 

（2） 本 F/U 協力の入札方法と手続き 
JICA バルカン事務所が発注者となり、BH 国の総合建設業者を対象とした一般競争入札

によって施工業者を選定し、工事契約を締結する。 

本 F/U 協力本体の施工業者の調達は、JICA の調達ガイドラインに準拠することを原則

とするが、現地の関係法令や商習慣に配慮し、可能な限り公共調達法の規定を参照すると共

に、同国内で構成体を跨いで実施されている他ドナーの調達マニュアルや、案件の入札実施

例を参照する。 
入札公告は、FD および RS の主要新聞（各 2 社程度）に英文・現地公用語併記で掲載す

る。入札参加資格については、本 F/U 協力本体を実施するために十分な能力、経験を有して

いるか確認をするため、以下の項目を含めた条件を想定している。 

 BH 国の総合建設業者であること 
 財務状況が良好であること 
 本 F/U 協力本体の事業規模と同等の一般建築工事の経験を有すること 
 建築改修工事の経験を有すること 
 学校建築工事の経験を有すること 
 国際機関（国連機関、協力銀行、各国援助機関、NGO を含む）の建築工事の経験を

有すること 
 本 F/U 協力本体に従事できる建築エンジニアを各サイトに配置できること、等 
 

なお、本 F/U 協力本体で実施する補修工事項目は多岐に渡っており、その補修範囲・補修

方法が非常に複雑である。また、広範囲に散在したサイトにおいて短期間に工事を実施する

ことや、行政窓口が多数に渡っていることなど、留意事項が多い。入札図書にはこれらの留

意事項を盛り込むことになるが、各入札参加業者の理解の徹底を図るための入札説明会の

実施が肝要となる。 
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2－3－4 実施体制案 

（1） 発注者（JICA バルカン事務所） 
本 F/U 協力本体として実施される事業の発注者として、事業管理および資金管理を担う。

発注者の役割は、以下の通りである。 

【入札段階】 
 コンサルタントが作成した入札図書（案）を最終化し、入札図書を作成する。 
 入札公告を行う。 
 入札説明会を実施する。 
 入札質疑応答およびアメンドの発出を行う。 
 入札会を実施する。 
 コンサルタントによる入札評価の確認・承認後、アワードを発出する。 
 BH 国関係機関への入札結果報告を行う。 
 業者契約締結および契約関連業務を行う。 

【施工段階】 
 事業実施にあたって必要な関係機関との調整を行う。 
 事業実施にあたって必要な承認および書面の発行を行う。 
 コンサルタントからの進捗報告をもとに、事業管理を行う。 
 施工業者への支払いを行う。 
 竣工検査に立ち会い、コンサルタントからの報告を確認後、竣工・引渡しに係る証明

書の発行を行う。 
 瑕疵検査に立ち会い、コンサルタントからの報告を確認後、瑕疵期間終了に係る証明

書の発行を行う。 
 

（2） コンサルタント 
F/U 調査を担当したコンサルタントが、引き続き入札業務および施工監理業務を担当す

る。現地業務においては、本邦コンサルタントに加え、現地技術者を監理要員として活用す

る。 

【入札段階】 
 入札図書（案）を作成する。 
 発注者が入札図書を最終化するにあたり、必要な技術支援を行う。 
 入札説明会において、入札条件、技術要件に関する説明を行う。 
 入札質疑応答およびアメンドの作成支援を行う。 
 入札会に立ち会う。 
 入札評価を行い、入札評価報告書を作成し、発注者に提出する。 
 発注者が行う入札および契約に係る業務を、技術的側面から支援する。 
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【施工段階】 
 発注者と施工業者の契約締結後、現場を巡回して必要な検査・指示を行い、施工業者

の工程管理、出来形管理、品質管理、安全管理を監理する。 
 発注者に対し、定期的に進捗報告を行う。 
 竣工検査を実施し、竣工検査報告書を発注者に提出する。また、竣工・引渡しに係る

証明書発行のための支援を行う。 
 瑕疵検査を実施し、瑕疵検査報告書を発注者に提出する。また、瑕疵期間終了に係る

証明書の発行のための支援を行う。 
 
施工監理期間中は、邦人技術者 1 名と現地技術者 3 名体制で監理を行うこととするが、

広範囲に散在した 9 サイトにおいて短期間で多岐に渡る項目の補修工事を行う必要がある

こと、また、屋根工事や防水工事には適切な技術指導を含めた監理を行うことが重要となる

ことから、重点監理工事の実施時期や工事の繁忙期にはシニアクラスの現地技術者をスポ

ット配置し、邦人技術者と協働して高い頻度で現場を巡回できる体制とする。 
 

（3） 施工業者 
一般競争入札により選定された BH 国の総合建設業者が、発注者との契約図書に従って

工事を行う。 
 

2－3－5 施設改修工程 

（1） 施工ロット 
本 F/U 協力本体のサイトは、200Km 四方の圏内に点在しており、本件の工事を遂行可能

な建設業者としてサラエボやバニャルカ、ツヅラ等の大都市に拠点を置く総合建設業者を

想定している。いずれの都市からも最も遠いサイトは車で 6 時間程度を要する距離にある

が、以下の利点を期待して、入札・施工ロットは 1 ロットとして実施する。 

 本 F/U 協力の事業規模と同等の事業経験、複数サイトの同時施工能力（十分な数の

エンジニア、建設機械を保有していることを含む）、複雑な補修工事内容に対する理

解力、施工技術を有する総合建設業者が複数あり、競争性が担保されること 
 施工監理時、業者側の窓口が一本化されるため、全サイトに対し、本邦コンサルタン

トによる指示の徹底が図りやすいこと、また、品質管理の均一化が図りやすいこと 
 契約管理の合理化、効率化が図れること 
 

（2） 工事工程 
本 F/U 協力本体の対象校中、屋根工事や大きな面積の外壁工事を含み、最も工事に時間

を要する学校における工期を 4 ヶ月間と設定する。 
BH 国の冬は厳しく積雪量も多いことから、工事に適した期間は 4 月～10 月である。こ
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の自然条件に加え、現地調査において、一部の自治体では既存校での工事は長期休暇中に行

うと定められていることが判明し、また他の自治体においても長期休暇中に行うことが望

ましいとの見解が示された。 
現地の学校は、7 月初旬から 8 月末までの約 2 ヶ月間が夏季休暇（9 月 1 日より新年度開

始）であるが、実際には 6 月上旬から授業数が減り通学する生徒数も限定的になるため、6
月～8 月の 3 ヶ月間に工事を実施することが可能である。また、最大 4 ヶ月を要する学校で

は、事前に学校側の許可を得ることにより、5 月～8 月の 4 ヶ月間を工期に充てることが可

能である。以下に、施設改修工程（案）を示す。 
なお、トイレの補修工事は夏期休暇の 2 ヶ月間（7‐8 月）に集中して行うこととし、代

替トイレ等を必要としない工程とする。また、一部学校では授業期間中に屋根、外壁の工事

を行うこととなるが、事前に学校と調整の上、工事範囲への生徒、教師の立ち入り禁止措置

を講じると共に、騒音や異臭が発生しないよう配慮する。 
これらの既存施設運営上の調整と、工事中の安全にかかわる配慮事項は、入札図書に規定

する。 
 

表 2-5 施設改修工程（案） 

 
 

2－4 相手国側及び JICA側分担事業 

 計画対象校を所管する FD の各カントン教育省、並びに RS 教育省との協議において、相

手国側の分担事業について、以下の通り合意した。 
 
【教育省及び対象校による負担事項】 

 F/U 協力プロジェクトの実施期間中、担当職員を配置すること。 
 改修工事の期間中、児童の安全管理に努めること。 
 F/U 協力プロジェクトの実施に必要となる、電気、給水、排水、その他の設備を提

供すること。 
 （資機材の輸入が発生する場合）免税及び通関に必要な手続きを行うこと。 

年

月 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

入札図書作成

入札公告、入札説明会

入札

入札評価、価格交渉

業者履行保証等契約前準備

業者契約

改修工事

竣工、引渡し

2016年
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 F/U 協力プロジェクトの実施に必要な費用のうち、JICA が支弁できないものを負

担すること。 
 F/U 協力プロジェクトにて改修された施設を、活用かつ維持管理すること。 
 F/U 協力プロジェクトにて改修された施設及び機材の状態を、F/U 協力終了 3 年

後（瑕疵検査完了から 2 年後）に、JICA バルカン事務所へ報告すること。 
 
【JICA による負担事項】 

 改修工事の期間中、仮設の門及びフェンスを設置すること。 
 （資機材の輸入が発生する場合）日本から BH 国までの海送/空送を行うこと。 
 （資機材の輸入が発生する場合）荷卸港からプロジェクトサイトまでの輸送を行

うこと。 
 

2－5 F/U協力の概算事業費 

（1） 概算事業費 
本 F/U 協力本体の概算事業費は以下の通りである。 

項目 金額（KM） 日本円換算（百万円） 
学校別内訳   

FD-1 101,787.60 7.2 
FD-2 176,994.45 12.5 
FD-3 195,396.35 13.9 
FD-5 256,151.35 18.2 
FD-7 187,558.55 13.3 
FD-8 113,069.65 8.0 
RS-2 26,763.85 1.9 
RS-3 29,750.75 2.1 
RS-5 67,169.15 4.8 

合計 1,154,641.70 81.9 
 
（2） 積算条件 
① 積算時点 ：平成 27 年 9 月 
② 為替交換レート ：1 EUR＝138.68 円 

 ：1 KM＝70.905 円 
③ 施工・調達期間 ：表 2－5 に示した通り。 
④ その他 ：本計画は、JICA のフォローアップ協力の制度に従って実

施されるものとする。 
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第3章 施設維持管理方法にかかるボスニア・ヘルツェゴビナ国への提言 

本 F/U 調査および F/U 協力本体の対象となった各学校と、その監督機関である教育省に

対し、維持管理上留意すべき点について、以下の通り提言を纏める。 
 

（1） 学校 
 調査対象の全 11 校において、施設の維持管理を担当する用務員、および、清掃担当

要員が適切に配置されており、日常的な清掃、簡易な補修や維持管理が実施されてい

た。引き続きの日常的な清掃、維持管理の継続にて、良好な施設状態が維持されるこ

とを期待する。 
 一方で、トイレ掃除の際、防水層が入っていない壁上部にまで散水し、それが下階へ

の水漏れの原因となっている学校もあった。防水されていない躯体部分に日常的に

水をかけることは、下階への水漏れ問題だけではなく、鉄筋の発錆、コンクリートの

劣化、それに伴う防水層の不具合を誘発していた可能性がある。掃除担当者へ正しい

指示を徹底すれば回避できた不具合もあった、という一つの教訓として、今後に活か

すことが必要である。 
 都市部の学校では、防犯カメラが各所に設置され、高いレベルでの建物警備が図られ

ていた。しかし、建物周りに防犯カメラを導入しているにもかかわらず、屋根上に多

数のビール瓶が散乱している学校もあった。校内での飲酒やゴミの放置は、施設の維

持管理という点ばかりでなく、校内の治安保全という点からも望ましくない。敷地内

および施設の管理の更なる徹底が必要である。 
 一部の学校では、屋根樋の掃除があまり行われていない様子であった。学校用務員な

どによる定期的な掃除（年 2 回（降雪期の前後）の掃除を推奨）が必要である。 
 F/U 協力本体の実施期間中で、F/U 調査から協力本体を通じて得た学び・教訓を踏ま

えた施設の部分的な補修手引書を作成する予定につき、今後の施設の維持管理に役

立てられたい。 
 

（2） 教育省 
 適切な学校施設の維持管理予算の確保、各校への配賦が必要である。 
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資料-1 調査団員の構成 
（1） 現地調査Ⅰ 

氏名 業務内容 所属 現地調査期間 

廣澤 仁 総括 JICA 2015/6/1-6/14 

杉浦 晃 副業務主任／建築計画 3 ㈱毛利建築設計事務所 2015/5/17-6/14 

一番ヶ瀬 佳昭 調達事情／積算 ㈱毛利建築設計事務所 2015/6/1-6/14 

荒又 多美子 入札図書作成／建築計画 2 ㈱毛利建築設計事務所 2015/5/17-6/14 

大塚 真彦 通訳 ㈱毛利建築設計事務所 2015/5/18-6/12 

 
（2） 現地調査Ⅱ 

氏名 業務内容 所属 現地調査期間 

杉浦 晃 業務主任／建築計画 1 ㈱毛利建築設計事務所 2015/8/16-9/4 

荒又 多美子 入札図書作成／建築計画 2 ㈱毛利建築設計事務所 2015/8/21-9/4 
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資料-2 調査日程 
（1） 現地調査Ⅰ 

 
 
 

 
 

総括/計画管理 副業務主任／建築計画3 入札図書作成／建築計画2 調達事情／積算 通訳

廣澤　仁 杉浦　晃 荒又　多美子 一番ヶ瀬　佳昭 大塚　真彦

1 2015/5/17 日

2 2015/5/18 月 移動（ベオグラード→サラエボ）

3 2015/5/19 火 業務主任に同行

4 2015/5/20 水 同上

5 2015/5/21 木 同上

6 2015/5/22 金 同上

7 2015/5/23 土 同上

8 2015/5/24 日 同上

9 2015/5/25 月 同上

10 2015/5/26 火 同上

11 2015/5/27 水 同上

12 2015/5/28 木 同上

13 2015/5/29 金 同上

14 2015/5/30 土 同上

15 2015/5/31 日 同上

16 2015/6/1 月 移動（成田→サラエボ） 移動（成田→サラエボ） 同上

17 2015/6/2 火 同上

18 2015/6/3 水
外務省 協議
間接税庁 協議
民生省 協議

建築計画関連調査 入札図書作成関連調査 積算・調達関連調査 官団員に同行

19 2015/6/4 木 同上 同上 業務主任に同行

20 2015/6/5 金 FD-1校　追加調査 同上 同上

21 2015/6/6 土 同上 同上

22 2015/6/7 日 資料整理 同上

23 2015/6/8 月 入札図書作成関連調査 積算・調達関連調査 同上

24 2015/6/9 火 同上 同上 同上

25 2015/6/10 水 同上 同上 同上

26 2015/6/11 木 同上 同上 同上

同上

28 2015/6/13 土 移動（サラエボ→）

29 2015/6/14 日 移動（→成田）

移動（サラエボ→ゼニッツァ）
Zenica-Dobojカントン教育省協議　　移動（ゼニッツァ→モスタル）
FD教育省 打合せ

Herzegovina-Neretvaカントン教育省 協議
FD-5校 追加調査

Una-Sanaカントン教育省 協議　　移動（ビハチ→RS-5校）
RS-5校 追加調査　　移動（RS-5校→バニャルカ）

RS教育省 協議　　RS-1校 追加調査
移動（バニャルカ→オラシュエ）　FD-8校 追加調査

Posavinaカントン教育省 協議　　移動（オラシュエ→FD-2校・FD-7校）
FD-2校・FD-7校 追加調査　　移動（FD-2校・FD-7校→ツヅラ）

Tuzlaカントン教育省 協議
FD-3校 追加調査　　移動（ツヅラ→サラエボ）

同上
移動（サラエボベオグラード）

移動（→成田）

移動（ベオグラード→）

民生省 協議

資料整理

移動 （モスタル→ビハチ）

移動（バニャルカ→ゼニッツァ）
Zenica-Dobojカントン表敬訪問、ICR説明・協議
FD-6校 調査　　移動（FD-6校→ツヅラ）

RS-2校 調査

移動（ツヅラ→モスタル）

資料整理・団内協議

Herzegovina-Neretvaカントン教育省 表敬訪問、ICR説明・協議
FD教育省 表敬訪問
FD-5校 調査　移動（モルタル→サラエボ）

RS-3校 調査　　団内打合せ

FD-2校 調査
FD-7校 調査

Posavinaカントン教育省 表敬訪問、ICR説明・協議
FD-8校 調査

移動（ツヅラ→バニャルカ）

資料整理・団内協議

RS教育省 表敬訪問、ICR説明・協議
RS-1校 調査

RS-5校 調査

Una-Sanaカントン教育省 表敬訪問、ICR説明・協議
FD-1校 調査

移動（サラエボ→ベオグラード）
JICAバルカン事務所 報告

27 2015/6/12 金 同上

移動 （成田→ベオグラード）

JICAバルカン事務所 打合せ
移動（ベオグラード→サラエボ）

移動（サラエボ→ツヅラ）
Tuzlaカントン教育省 表敬訪問、ICR説明・協議

FD-3校 調査
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（2） 現地調査Ⅱ 

 
 
 
 
 
 

成田→イスタンブール
→サラエボ

チーム内打合せ

建築計画関連調査

移動：サラエボ→モスタル

3 8月18日 火 FD-5校　学校施設調査 モスタル

5 8月20日 木
FD-1校　学校施設調査

（および周辺校生徒数調査）
プリイェドル

RS-5校　学校施設調査 成田→イスタンブール
→サラエボ

移動：RS-5校→バニャルカ チーム内打合せ＠サラエボ

移動：サラエボ→バニャルカ

チーム内打合せ

移動：バニャルカ→グラダ

チャッツ

FD-8校　学校施設調査

FD-2校　学校施設調査

（および周辺校生徒数調査）

FD-8校　学校施設調査

FD-7校　学校施設調査

FD-2校　学校施設調査

移動：バニャルカ→サラエボ

積算関連調査

建築計画関連調査

移動：ツヅラ→ドボイ

FD-6校　周辺校生徒数調査

移動：ドボイ→サラエボ

14 8月29日 土 チーム内打合せ サラエボ
積算関連調査

チーム内打合せ
サラエボ

15 8月30日 日 チーム内打合せ、資料整理 サラエボ チーム内打合せ、資料整理 サラエボ

16 8月31日 月 RS-3校　学校施設調査 サラエボ
積算関連調査

入札図書作成関連調査
サラエボ

移動：サラエボ→モスタル

FD-5校　周辺校生徒数調査

FD-5校　学校施設調査

移動：モスタル→サラエボ

RS-3校の近隣校視察

建築計画関連調査

チーム内打合せ チーム内打合せ

サラエボ→イスタンブール サラエボ→イスタンブール

20 9月4日 金 イスタンブール→成田 イスタンブール→成田

入札図書作成／建築計画2

荒又　多美子

19 9月3日 木

モスタル

18 9月2日 水 サラエボ 業務主任に同じ サラエボ

17 9月1日 火 モスタル 業務主任に同じ

13 8月28日 金 サラエボ
積算関連調査

入札図書作成関連調査
サラエボ

12 8月27日 木
FD-3校　学校施設調査

（および周辺校生徒数調査）
ツヅラ サラエボ

11 8月26日 水 ツヅラ 業務主任に同じ ツヅラ

グラダチャッツ

10 8月25日 火 グラダチャッツ 業務主任に同じ グラダチャッツ

チーム内打合せ、資料整理 バニャルカ

9 8月24日 月 グラダチャッツ

8 8月23日 日

業務主任に同じ

チーム内打合せ、資料整理

7 8月22日 土 チーム内打合せ バニャルカ

バニャルカ

バニャルカ

6 8月21日 金 バニャルカ サラエボ

4 8月19日 水

1 8月16日 日 サラエボ

2 8月17日 月

杉浦　晃

業務主任／建築計画1

移動：モスタル→ビハチ ビハチ

モスタル
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資料-3 面会者リスト 

 

Selma Uzicanin Minister counsellor, Head of Dep.
Dep. for Multilateral Economic Relations
and Reconstruction

Nijaz Cardaklija Advisor at multilateral sector
Dep. for Multilateral Economic Relations
and Reconstruction

Jasmin Branković Minister assistant Dep. for Science

Vahida Krekić Expert advisor Dep. for Science

Goran Scepanovic Head of Dep.
Dep. for Reimbursement of VAT
According to International Agreement

Adnan Husic Assistant minister, sec. for education

Aida Duric Chief of Dep.
Dep. for European Integration and
International Cooperation

Ismet Strujo Minister assistant Dep. for Science

Jasmin Branković Minister assistant Dep. for Science

Vahida Krekić Expert advisor Dep. for Science

Enes Hasanagić Minisiter assistant

Benedina Potur Minister secretary

Ignacija Radić

Elma Opijač

Mario Pejić Minister

Nada Dujković Minister assistant Sec. for Education and Science

Mirsada Begović Minister

Alisa Jogunčić
Special advisor for
education

Sec. for Education
and Science

Jasminka Kurević Minister assistant Sec. for Economy and Finance

Fikret Vrtagić Head of sec. for education Sec. for Education and Science

Eldina Čustović
Higher special cooperator for culture
and information

Sec. for Culture and Sport

Elvir Tukić Special advisor Sec. for Culture and Sport

Adis Muharemović Minister

Adnan Kreso Advisor

Una Ćoralić Advisor for cooperation and projects Sec. for Preschool and Primary Education

Mensur Sinanović Minister

Maid Pračić Secretary

Samka Lokmić Special contributor
Sec. for Planning, Analysis and Transport
Education

Slađan Matković Special contributor
Sec. for Pre-Primary, Primary and
Secondary Education

Munevera Selmanović Director

Ognjen Vucen Head of minister's office

Zorica Garača Head of section Sec. for EU integration

Dragana Lukić
Senior officer for EU integration in
education

Sec. for EU integration

外務省 (Ministry of Foreign Affaires)

間接税庁 (Indirect Taxation Agency)

民生省 (Ministry of Civi l  Affaires)

Zenica-Dobojカントン教育省

RS教育省

Tuzlaカントン教育省

Una-Sanaカントン教育省

BH連邦教育省

Herzegovina-Neretvaカントン教育省

Posavinaカントン教育省
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Ismet Ičanović Director

Sulejman Veladžić Secretary

Mirso Skenderović Worker

Denis Begović Director

Fikret Vrtagić

Suad Iskrić Chief of Finance

Senad Ibrišević Custodian

Damir Džafić Director

Fikret Vrtagić

Lidija Markotić Director

Amir Bečić Director

Kunalic Mensura Director

Miralem Jahić Ex-Director

Avdić Mujo Former-Director

Stjepan Piljić Director

Mario Pejić

Nada Dujković

Vesna Banjac Head of school board

Sanela Dulić Secretary

Dragana Milojčić Pedagogic counselor

Radovan Stanivuković Housekeeper - Custodian

Đorđe Mirković Director

Danijela Mrda Independent special advisor

Nataša Bogdanović - Trifković Deputy mayor

Igor Đokanović Head of section Sec. for Economy and Society

Ljubomir Vulin Director

Dalibor Ljuboja Independent special advisor Sec. for Social Activities

阿部　俊哉 所長

伊藤　隆一 事業総括

平島 淳 企画調査員

Nina Bejtic JICA Technical Coordinator in Sarajevo

Hasan Kil ic校 (FD-2)

Sveti Sava (Bi jel j ina)校 (RS-2)

Milos Crnjanski 校 (RS-1)

21. Mart校(FD-6)

Brace Radica校 (FD-8)

Sjenjak校（FD-3）

Il i ja Jakovl jevic校 (FD-5)

JICAバルカン事務所

Edhem Mulabdic校 (FD-7)

Desanka Maksimovic校 (RS-5)

Varoska Pi jeka (Buzim)校 (FD-1)

Sveti Sava ( Istocno Novo Sarajevo)校 (RS-3)





Mohri
タイプライタ
資料-4　討議議事録（M/D）
Una-Sanaカントン教育省













Mohri
タイプライタ
資料-4　討議議事録（M/D）
Posavinaカントン教育省













Mohri
タイプライタ
資料-4　討議議事録（M/D）
Tuzlaカントン教育省













Mohri
タイプライタ
資料-4　討議議事録（M/D）
Zenica Dobojカントン教育省













Mohri
タイプライタ
資料-4　討議議事録（M/D）
Herzegovina-Neretvaカントン教育省













Mohri
タイプライタ
資料-4　討議議事録（M/D）
RS教育省













Mohri
タイプライタ
資料-5　民生省との往復書簡









資料‐6 施設改修図面案 
 
各学校サイトの概略設計図を示す。 

図面リスト 
ID 学校名 図面 

FD-1 Varoska Rijeka 平面図、立面図-1、立面図-2、断面図 

FD-2 Hasan Kikic 平面図、立面図-1、立面図-2、断面図 

FD-3 Sjenjak 平面図、立面図-1、立面図-2、断面図 

FD-5 Ilija Jakovljevic 平面図、立面図-1、立面図-2、断面図 

FD-7 Edhem Mulabdic 平面図、立面図-1、立面図-2、断面図、送油配管図 

FD-8 Brace Radica 平面図、立面図-1、立面図-2、断面図 

RS-2 Sveti Sava (Bijeljina) 図書室平面・展開図、トイレ平面・展開図 

RS-3 Sveti Sava (Srpsco Novo Sarajevo) 立面図-1、立面図-2、断面図、トイレ平面・展開図 

RS-5 Desanska Maksimovic 平面図、立面図-1、立面図-2、断面図 

 

なお、各サイトの工事項目は以下の一覧表の通りである。各図面上の No.xx は、以下の表の工

事項目番号に該当する。 

 
※ No. 4、10、12 は該当が無いため、欠番とする。 

番号 工事項目 FD-1 FD-2 FD-3 FD-5 FD-7 FD-8 RS-2 RS-3 RS-5

1 屋根工事（金属折板葺き） ✔ ✔ ✔ ✔ ✔

2 屋根工事（押えコンクリート表面補修） ✔

3 屋根工事（押えコンクリート端部補修） ✔ ✔

5 屋根工事（露出防水層の補修） ✔

6A 外壁工事（レンガ壁積み） ✔

6B 外壁工事（臥梁モルタル補修） ✔

7 外壁工事（レンガ壁表面補修） ✔ ✔

8 外壁工事（外壁タイル剥離・落下箇所の補修） ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ ✔

9 外壁工事（外壁モルタル剥離箇所の補修） ✔

11A 設備工事
（地上階を除く生徒用トイレ　床排水口、床防水層、床仕上の補修） ✔

11B 設備工事
（地上階を除く生徒用トイレ　排水配管、衛生機器、床・壁仕上の補修） ✔ ✔ ✔

11C 設備工事
（地上階を除く生徒用トイレ　排水配管の補修） ✔

13 設備工事（ボイラー用送油管の補修） ✔

14 屋根・外壁工事（ポンプ室屋根・外壁の補修） ✔
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